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6. 浸水防護施設に関する補足説明 

6.2 取放水路流路縮小工の設計に関する補足説明 

6.2.1 取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）の耐震性についての計算書に関する補足説明 
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6.2.1-1 

 概要 

本資料は，添付書類「Ⅵ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)が基準地震動Ｓｓ

に対して十分な構造強度を有していることを確認するものである。 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)に要求される機能の維持を確認するにあ

たっては，地震応答解析より構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を行う。 

なお，取放水路流路縮小工（第１号機取水路）(No.1),(No.2)の耐震評価においては，平成 23

年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震による地殻変動に伴い，牡鹿半島全体で約 1mの地

盤沈下が発生したことを考慮し，地盤沈下量を考慮した敷地高さや施設高さ等を記載する。 
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 基本方針 

2.1 位置 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の位置図を図 2.1－1に示す。 

 

 

図 2.1－1 取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の位置図（全体平面図） 

 

  

取放水路流路縮小工
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防潮壁 
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防潮壁 
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2.2 構造概要 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の構造概要を図 2.2－1に示す。 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)は，第 1号機取水路からの津波の流入

を抑制し，第 1号機取水路から敷地への津波の流入を防止するため，第 1号機取水路内に無筋

のコンクリートを充填する。よって，取放水路流路縮小工（第１号機取水路）(No.1),(No.2)は，

既設の第 1号機取水路の覆工部（鉄筋コンクリート）と充填部（無筋コンクリート）から構成

される。 

なお，第 1号機の補機冷却海水ポンプに必要な海水を取水するため，貫通部（   ×2条）

を設ける。 

 

 

平面図 

 

 

 

 

図 2.2－1(2) 取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2) の構造概要図 

枠囲みの内容は防護上の観点から公開できません。 

幅 

A-A断面 

 

B-B（C-C）断面 
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（単位：mm） 

 

図 2.2－1(3) 取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2) の構造概要図 

（覆工部配筋図） 

  

＊ 

＊ 

注記＊：SD345 
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2.3 評価方針 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)は，Sクラス施設である津波防護施設

に分類される。 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の耐震評価は，地震応答解析の結果に

基づき，表 2.3－1に示すとおり，構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施す

ることで，構造強度を有することを確認する。なお，覆工部については，鉄筋コンクリート構

造であるものの，充填部に対する覆工部の断面厚さ等が小さいことを踏まえ，耐震評価におい

ては，保守的に鉄筋に期待しないこととして，無筋コンクリートとして構造強度を評価する。 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の地震応答解析においては，構造物周

辺は岩盤に覆われているため，線形解析を実施する。 

地震応答解析に用いる地盤物性は，地盤の代表性及び網羅性を踏まえた上で，ばらつき等を

考慮して設定する。 

構造物材の健全性評価については，添付書類「Ⅵ-2-1-9 機能維持の基本方針」のうち「3.1

構造強度上の制限」に基づき流路縮小工の構造部材の発生応力が許容限界以下であることを確

認する。 

基礎地盤の支持性能評価においては，添付書類「Ⅵ-2-1-9 機能維持の基本方針」のうち「3.1

構造強度上の制限」に基づき流路縮小工の基礎地盤に発生する応力が許容限界以下であること

を確認する。 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の耐震評価フローを図 2.3－1に示す。 

 

表 2.3－1 取放水路流路縮小工（第１号機取水路）(No.1),(No.2)の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

構造部材の

健全性 
流路縮小工 

発生する応力が許容限界

以下であることを確認 

引 張 強 度 及 び 

せん断強度 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する応力（接地圧）が

許容限界以下であること

を確認 

極限支持力＊ 

  注記 *：妥当な安全余裕を考慮 
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図 2.3－1 取放水路流路縮小工（第１号機取水路）(No.1),(No.2)の耐震評価フロー 
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地震応答解析）

解析モデル及び諸元の設定

地震応答解析
（2次元動的有限要素法解析（線形解析））

評価終了

構造部材の応答値算定

許容限界の設定

接地圧の算定

構造部材の健全性評価 基礎地盤の支持性能評価
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2.4 適用基準 

適用する規格，基準等を以下に示す。また，各項目で適用する規格，基準類を表 2.4－1に示

す。 

・土木学会 2005年 原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル 

（以下「土木学会マニュアル」という） 

・土木学会 2002年 コンクリート標準示方書[構造性能照査編] 

・土木学会 2017年 コンクリート標準示方書［設計編］ 

・土木学会 2013年 コンクリート標準示方書 ダムコンクリート編 

・土木学会 2016年 トンネル標準示方書[共通編]・同解説/[山岳工法編]・同解説 

・原子力発電所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ４６０１-1987） 

 

表 2.4－1 各項目で適用する規格，基準類 

項目 適用する規格，基準類 備考 

使用材料及び材料定数  土木学会 2002 年 コンクリート標準示方書

[構造性能照査編] 

 土木学会 2017 年 コンクリート標準示方書

［設計編］ 

－ 

荷重及び荷重の組合せ  土木学会 2002 年 コンクリート標準示方書

[構造性能照査編] 

 土木学会 2016 年 トンネル標準示方書[共

通編]・同解説/[山岳工法編]・同解説 

 永久荷重＋偶発荷重＋

従たる変動荷重の適切

な組み合わせを検討 

 トンネル掘削による解

放応力及び地山のゆる

み土圧の検討 

許容限界 
覆工部及び

充填部 

 土木学会 2002 年 コンクリート標準示方書

[構造性能照査編] 

 土木学会 2013 年 コンクリート標準示方書 

ダムコンクリート編 

 引張及びせん断に対す

る照査は，発生応力が

引張強度及びせん断強

度以下であることを確

認 

地震応答解析  土木学会マニュアル 

 原子力発電所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ４

６０１-1987） 

 有限要素法による二次

元モデルを用いた線形

解析 
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2.5 記号の説明 

取放水路流路縮小工（第 1 号機取水路）(No.1),(No.2)の応力評価に用いる記号を表 2.5－1

に示す。 

 

表 2.5－1  取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の応力評価に用いる記号 

記号 定義 単位 

Ｇ 固定荷重（躯体の自重） N 

Ｐ 積載荷重 kN/m2 

Ｓｓ 地震荷重 N 

f’ck コンクリートの設計基準強度 N/mm2 

σt 引張強度 N/mm2 

ftd 設計引張強度 N/mm2 

ftk 引張強度 N/mm2 

γb 部材係数 － 

γc 材料係数 － 

φ 内部摩擦角 ° 

τ0 せん断強度 N/mm2 
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 耐震評価 

3.1 評価対象断面 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)は，2系統（No.1，No.2）が岩盤を介

して隣接していること，縦断方向の地質に有意な差がないことから，No.1 と No.2 の中央位置

（A-A断面）を評価対象断面として選定する。 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の評価対象断面位置を図 3.1－1に示

す。評価対象断面の地質図を図 3.1－2に示す。 

 

 

図 3.1－1 取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の評価対象断面位置図 
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図 3.1－2(1) 取放水路流路縮小工（第 1 号機取水路）(No.1),(No.2)の地質図（A-A断面図） 

 

              

図 3.1－2(2) 取放水路流路縮小工（第 1 号機取水路）(No.1),(No.2)の地質図（B-B断面図） 

 

No.1 No.2 

No.1 No.2 
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3.2 解析方法 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の地震応答解析は，添付書類「Ⅵ-2-

1-6 地震応答解析の基本方針」のうち，「2.3 屋外重要土木構造物」に示す解析方法及び解析

モデルを踏まえて実施する。 

構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価に用いる構造部材の応答値及び接地圧は，

地震応答解析から得られる地震時増分と常時応力解析から得られる常時応力を重ね合わせて算

定する。 

地震応答解析及び常時応力解析では，構造物周辺が岩盤に覆われているため，線形解析を実

施する。 

地震応答解析は，解析コード「SuperFLUSH/2D Ver.6.1」を，常時応力解析は，解析コード

「TDAPⅢ Ver.3.10.01」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，添

付書類「Ⅵ-5 計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

3.2.1 地震応答解析手法 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる二次元動的有限要素法解析により，

基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による線形解析にて行う。 

構造部材については，流路縮小工の形状を踏まえた部材の応力を評価するため，平面ひずみ

要素によりモデル化することとし，物性値は線形とする。 

地盤（岩盤）については，平面ひずみ要素によりモデル化することとし，物性値は線形とす

る。 

地震応答解析の選定フローを図 3.2－1に示す。 
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図 3.2－1 地震応答解析の選定フロー 

 

 

3.2.2 地盤物性及び材料物性のばらつき 

地盤物性のばらつきの影響を考慮するため，表 3.2－1に示す解析ケースを設定する。 

地盤物性のばらつきは，岩級区分ごとの PS 検層の結果から得られるせん断波速度の標

準偏差σを求め，せん断波速度のばらつきとして設定する（解析ケース②，③）。 

 

 

 

 

 

 

【構造モデル】

【解析手法①】

【地盤モデル】

【解析手法②】

線形解析 等価線形解析 非線形解析

双曲線モデル
(H-Dモデル，修正GHEﾓﾃﾞﾙ)

指数関数モデル
(R-Oﾓﾃﾞﾙ)

評価開始

質点系解析 二次元有限要素解析

はり要素
(線形モデル)

はり要素
(M-φモデル)

はり要素
(ファイバーモデル)

○ 屋外重要土木構造物と地盤の動的相互

作用を考慮できる連成系の地震応答解
析手法を用いること。
(ガイドにおける要求事項)

⇒地中構造物のため，構造物と地盤の相互
作用を考慮できるよう二次元有限要素解
析を用いる。

（手法選定の考え方）

○ 地震応答解析手法は，線形，等価線形，

非線形解析のいずれかによること。
(ガイドにおける要求事項)

⇒構造物周辺が岩盤に覆われているため，
線形解析を用いる。

平面ひずみ要素
（線形）

線形

○ 構造物を線形平面ひずみ要素で
モデル化する。

○ 地盤（岩盤）を線形でモデル化する。
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表 3.2－1 耐震評価における解析ケース 

解析ケース 

材料物性 

（コンクリート） 

（Ｅ０：ヤング係数） 

地盤物性 

CL 級岩盤，CM級岩盤， 

CH 級岩盤，B 級岩盤 

（Ｇｄ：動せん断弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
設計基準強度 平均値 

ケース② 設計基準強度 平均値＋1σ 

ケース③ 設計基準強度 平均値－1σ 

 

 

3.2.3 減衰定数 

減衰定数は，流路縮小工については，添付書類「Ⅵ-2-1-9 機能維持の基本方針」のう

ち「3. 設計用減衰定数」に示される鉄筋コンクリートの減衰定数を，地盤については，

添付書類「Ⅵ-2-1-3 地盤の支持性能に係る基本方針」のうち「3.1 設置変更許可申請書

に記載された解析用物性値」に示される狐崎部層の減衰定数を使用する。 

 

3.2.4 解析ケースの選定 

耐震評価においては，すべての基準地震動Ｓｓに対し，解析ケース①（基本ケース）を

実施する。解析ケース①において，引張破壊，せん断破壊及び基礎地盤の支持力照査の照

査値が最大となる最も厳しい地震動を用いて，表 3.2－1に示す解析ケース②，③を実施す

る。耐震評価における解析ケースを表 3.2－2に示す。 

  



 

6.2.1-14 

表 3.2－2 耐震評価における解析ケース 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばら

つき（＋1σ）を

考慮した解析ケ

ース 

地盤物性のばら

つき（－1σ）を

考慮した解析ケ

ース 

地盤物性 平均値 平均値＋1σ 平均値－1σ 

地
震
動(

位
相)

 
 

Ｓｓ－Ｄ１ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｄ２ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｄ３ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ１ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ２ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ３ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

注記 ＊：取放水路流路縮小工（第１号機取水路）(No.1),(No.2)の耐震評価にあたって

は，「土木学会マニュアル」に従い水平方向の位相反転を考慮する。地震動の

位相について（＋＋）の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位相を

反転させたケースを示す。 

  

基準地震動Ｓｓ（7波）及び水平

動の位相反転を考慮した地震動

（7波）を加えた全 14波により

照査を行ったケース①（基本ケ

ース）の結果から，引張破壊，せ

ん断破壊及び基礎地盤の支持力

照査において照査値が 0.5 以上

となるすべての項目に対して，

最も厳しい地震動を用いてケー

ス②，③を実施する。 

照査値がいずれも 0.5 未満の場

合は，照査値が最も厳しくなる

地震動を用いてケース②～③を

実施する。 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，添付書類「Ⅵ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

3.3.1 耐震評価上考慮する状態 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の地震応答解析において，地震以

外に考慮する状態を以下に示す。 

(1) 運転時の状態 

発電用原子炉（第 1号機）が停止状態にあり，運転時の異常な過渡変化時の影響を受け

ないことから考慮しない。 

(2) 設計基準事故時の状態 

設計基準事故時の影響を受けないことから考慮しない。 

(3) 設計用自然条件 

岩盤内構造物であるため，風，並びに積雪の影響は考慮しない。 

(4) 重大事故等時の状態 

重大事故等時の状態の影響を受けないことから考慮しない。 

 

3.3.2 荷重 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の地震応答解析において，考慮す

る荷重を以下に示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重を考慮する。 

(2) 積載荷重（Ｐ） 

地表面に積載荷重 4.9(kN/m2)を考慮する。 

(3) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 

 

なお，第 1号機取水路トンネルは，地山の変形が収束した後に覆工を施工する NATM工法

を用いていることから覆工に掘削解放応力が作用しているとは考えにくく考慮しない。ま

た，当該位置の地山強度比＊は 360 程度と十分大きいことから，地山のゆるみ土圧も荷重

として考慮しない。 

注記＊：トンネル標準示方書[共通編]・同解説／[山岳工法編] （土木学会，2016 制

定）に基づき，地山強度比Ｇｎ＝ｑｕ/γＨにより算定。 

        （ｑｕ：地山の一軸圧縮強度 153.0N/㎜ 2，γ：地山の単位体積重量 26.2 kN/

㎜ 3，Ｈ：トンネルの土被り 15.947m） 
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3.3.3 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3.3－1に示す。 

 

表 3.3－1(1) 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

Ｇ：固定荷重 

Ｐ：積載荷重（4.9kN/m2を地表面に考慮） 

Ｓｓ：地震荷重 

 

表 3.3－1(2) 荷重の組合せ 

種別 荷重 算定方法 

永久 

荷重 

固定 

荷重 

躯体自重 ○ 
 設計図書に基づいて，対象構造物の体積に材料

の密度を乗じて設定する。 

機器・配管自重 － 
 対象構造物に作用する機器・配管はないため考

慮しない。 

土被り荷重 －  安定した岩盤内に設置されるため考慮しない。 

積載荷重 ○  地表面に 4.9(kN/m2)を考慮する。 

静止土圧 －  安定した岩盤内に設置されるため考慮しない。 

外水圧 －  つり合っているため考慮しない 

内水圧 －  つり合っているため考慮しない 

積雪荷重 －  岩盤内構造物であることから考慮しない。 

風荷重 －  岩盤内構造物であることから考慮しない。 

偶発荷重 

水平地震動 ○  基準地震動Ｓｓによる水平及び鉛直同時加振を

考慮する。 

 躯体の慣性力を考慮する。 鉛直地震動 ○ 

動水圧 ○  朔望平均満潮位での動水圧を考慮する。 
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3.4 入力地震動 

入力地震動は，添付書類「Ⅵ-2-1-1 耐震設計の基本方針」のうち「4.1(2) 動的地震力」

及び添付書類「Ⅵ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構造物」に示

す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを一次元重

複反射理論により地震応答解析モデル底面位置で評価したものを用いる。なお，入力地震動の

設定に用いる地下構造モデルは，添付書類「Ⅵ-2-1-3 地盤の支持性能に係る基本方針」のう

ち「6.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

入力地震動算定の概念図を図 3.4－1 に，入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答ス

ペクトルを図 3.4－2に示す。 

入力地震動の算定には，解析コード「ArkQuake Ver.3.10.01」を使用する。解析コードの検

証及び妥当性確認の概要については，添付書類「Ⅵ-5 計算機プログラム（解析コード）の概

要」に示す。 

 

① 引戻し解析 

引戻し地盤モデル（解放基盤モデル）を用いて，水平方向地震動及び鉛直方向地震動を

それぞれ引戻し地盤モデル底面位置まで引戻す。 

② 水平方向地震動の引上げ解析 

引上げ地盤モデル（水平方向地震動用）を用いて，構造物－地盤連成系解析モデル底面

位置まで水平方向地震動を引上げる。 

③ 鉛直方向地震動の引上げ解析 

引上げ地盤モデル（鉛直方向地震動用）を用いて，構造物－地盤連成系解析モデル底面

位置まで鉛直方向地震動を引上げる。 
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図 3.4－1(1) 入力地震動算定の概念図 

  

地下構造モデル 引き上げ地盤モデル
（構造物位置地盤モデル）

地震応答解析モデル

下降波
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上昇波
（E1）

下降波
（F1’）

上昇波
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下降波
（F2）

上昇波
（E2）

入力地震動
（2E2）

基準地震動
（2E0）

１次元重複
反射理論に
よる引戻し

解析

▽O.P.-15.1m
(解放基盤表面)

▽O.P.-201.0m ▽O.P.-201.0m

▽解析モデル
下端位置

▽地表面

１次元重複
反射理論に
よる引上げ

解析
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解析地盤モデル位置図 

 

 

 

 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4－1(2) 入力地震動算定の概念図（引上げ地盤モデル）（単位：m） 

  

入力地震動算定位置 

解析地盤モデル（地質図） 

注記 CH5は CH級岩盤の第 5速度層を示す。 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平方向：Ｓｓ－Ｄ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(2) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直方向：Ｓｓ－Ｄ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(3) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平方向：Ｓｓ－Ｄ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(4) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直方向：Ｓｓ－Ｄ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(5) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平方向：Ｓｓ－Ｄ３） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(6) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直方向：Ｓｓ－Ｄ３） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(7) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平方向：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(8) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直方向：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(9) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平方向：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(10) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直方向：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(11) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平方向：Ｓｓ－Ｆ３） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(12) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直方向：Ｓｓ－Ｆ３） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(13) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平方向：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－2(14) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直方向：Ｓｓ－Ｎ１） 
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3.5 解析モデル及び諸元 

3.5.1 解析モデル 

(1) 解析領域 

地震応答解析モデルは，境界条件の影響が構造物及び地盤の応力状態に影響を及ぼさな

いよう，十分に広い領域とする。具体的には，ＪＥＡＧ４６０１－1987を参考に，図 3.5

－1 のモデル範囲の考え方に示すとおり，モデル幅を構造物基礎幅の 5 倍以上，構造物下

端からモデル下端までの高さを構造物基礎幅の 2倍以上とする。 

なお，解析モデルの境界条件は，側面をエネルギー伝達境界，底面を粘性境界とする。 

地盤の要素分割については，地盤の波動をなめらかに表現するために，最大周波数 20Hz

及びせん断波速度 Vs で算定される波長の 5 または 4 分割，すなわち Vs/100 または Vs/80

を考慮し，設定する。 

構造物の要素分割については，構造物に接する地盤の要素分割に合わせて設定する。 

解析モデルの下端については，第 4速度層及び第 5速度層の分布に着目し，O.P.-101.0m 

までモデル化する。 

二次元地震応答解析モデルは，検討対象構造物とその周辺地盤をモデル化した不整形地

盤に加え，この不整形地盤の左右に広がる地盤をモデル化した自由地盤で構成される。こ

の自由地盤は，不整形地盤の左右端と同じ地質構成を有する一次元地盤モデルである。 

 

 

図 3.5－1 モデル範囲の考え方 
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(2) 境界条件 

a． 常時応力解析時 

常時応力解析は，構造物の自重等の静的な荷重を載荷することによる常時の応力を算

定するために行う。常時応力解析時の境界条件は底面固定とし，側方は自重等による地

盤の鉛直方向の変形を拘束しないよう鉛直ローラーとする。 

常時応力解析における境界条件の概念図を図 3.5－2に示す。 

 

 

 

図 3.5－2 常時応力解析における境界条件の概念図 

 

b． 地震応答解析時 

地震応答解析時の境界条件については，有限要素法における半無限地盤を模擬するた

め，底面に粘性境界，側方にエネルギー伝達境界を設ける。 

底面の粘性境界については，地震動の下降波がモデル底面境界から半無限地盤へ通過

していく状態を模擬するため，ダッシュポットを設定する。側方のエネルギー伝達境界

については，自由地盤の地盤振動と不成型地盤側方の差分が側方を通過していく状態を

模擬するものである。 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の地震応答解析モデルを図 3.5

－3に示す。 
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図 3.5－3 取放水路流路縮小工（第１号機取水路）(No.1),(No.2)の地震応答解析モデル 
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(3) 構造物のモデル化 

構造部材（覆工部及び充填部）は，平面ひずみ要素によりモデル化する（覆工部につい

ては，鉄筋は考慮しない）。 

(4) 地盤のモデル化 

地盤は，平面ひずみ要素でモデル化する。 

(5) 内水のモデル化 

内水は，付加質量としてモデル化する。 

 

3.5.2 使用材料及び材料の物性値 

耐震評価に用いる材料定数は，適用基準類を基に設定する。構造物の使用材料を表 3.5

－1に，材料の物性値を表 3.5－2に示す。 

 

表 3.5－1 使用材料 

部位 材料 諸元 

覆工部 コンクリート 設計基準強度：ｆ’ｃｋ＝20.5N/mm2 

充填部 コンクリート 設計基準強度：ｆ’ｃｋ＝50.0N/mm2 

 

表 3.5－2 材料の物性値 

材料 
単位体積重量 

(kN/m3) 

ヤング係数 

(N/mm2) 

ポアソン比 

（-） 

コンクリート（覆工部） 

（ｆ’ｃｋ＝20.5N/mm2） 
24.0 ＊ 2.33×104 ＊ 0.20 ＊ 

コンクリート（充填部） 

（ｆ’ｃｋ＝50.0N/mm2） 
23.0 ＊ 3.30×104 ＊ 0.20 ＊ 

 注記＊：コンクリート標準示方書［設計編］（土木学会，2017年制定）。なお，覆工部は，耐

震計算においては期待しないものの，鉄筋を有する構造であることを踏まえ，鉄筋

コンクリートの単位体積重量を用いる。 

 

3.5.3 地盤の物性値 

地盤については，添付書類「Ⅵ-2-1-3 地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定して

いる物性値を使用する。 

 

3.5.4 地下水位 

地下水位については，添付書類「Ⅵ-2-1-3 地盤の支持性能に係る基本方針」に従って

設定した地表面とする。 
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3.6 評価対象部位 

3.6.1 構造部材の健全性評価 

構造部材の健全性評価に係る評価対象部位は，覆工部及び充填部とする。 

 

3.6.2 基礎地盤の支持性能評価 

基礎地盤の支持性能評価に係る評価対象部位は，覆工部を支持する岩盤とする。 

 

3.7 許容限界 

許容限界は，添付書類「Ⅵ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

3.7.1 構造部材の健全性に対する許容限界 

耐震評価における許容限界は，地震荷重に対してコンクリート躯体である覆工部及び充

填部が引張破壊又はせん断破壊しないこととして，引張破壊に対しては引張強度，せん断

破壊に対してはせん断強度とする。 

 

引張強度は「コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002年制定）」に

基づき設定する。 

覆工部及び充填部の許容限界を表 3.7－1に示す。 

 

表 3.7－1 覆工部及び充填部の許容限界（引張強度） 

部位 項目 
許容限界 

(N/mm2) 

覆工部 引張強度 σt 1.019 

充填部 引張強度 σt 1.847 

引張強度σtの設定方法（例：充填部の場合） 

引張強度の限界値 σt ＝ ftd / γb ＝ (fｔｋ/γc) / γb  

        ＝ (0.23×502/3/1.3) / 1.3 

        ＝ 1.847 (N/mm2） 

 ここに， 

    ｆｔｄ ： 設計引張強度（＝fｔｋ / γc） 

   ｆｔｋ ： 引張強度（＝0.23･f'ck2/3） 

    ｆ'ｃｋ： 設計基準強度（＝50 N/mm2） 

    γb ： 部材係数（＝1.3）  

   γc ： 材料係数（＝1.3） 
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せん断強度は，表 3.7－2に示す物性値を用いて，「コンクリート標準示方書（ダムコン

クリート編）（土木学会，2013年制定）」より算出する。なお，せん断強度の設定方法につ

いては，「補足 600-1【地盤の支持性能について】参考資料 23 MMRのせん断強度について」

に示すとおり，試験及び既往文献により妥当性が確認されており，打継処理の管理をした

上で施工することから，上記設定は妥当であると考えられる。 

 

表 3.7－2 覆工部及び充填部の許容限界（せん断強度） 

項目 覆工部 充填部 

設計基準強度 ｆ’ｃｋ N/mm2 20.5 50.0 

内部摩擦角 φ ° 0*1 0*1 

せん断強度 τ0 N/mm2 4.1*2 10.0*2 

注記 ＊1：保守的に考慮しないこととする 

＊2： τ0＝1/5ｑｕ → τ0＝0.2ｆ’ｃｋ 

 

3.7.2 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，添付書類「Ⅵ-2-1-3 地盤の支持性能

に係る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力とする。 

基礎地盤の極限支持力を表 3.7－3に示す。 

 

表 3.7－3 基礎地盤の許容限界 

項目 基礎地盤 
許容限界 

(N/mm2) 

極限支持力 狐崎部層 13.7 

 

3.8 評価方法 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の耐震評価は，地震応答解析により算

定した照査用応答値が，「3.7 許容限界」において設定した許容限界以下であることを確認す

る。 

 

3.8.1 構造部材の健全性評価 

地震応答解析により算定した覆工及び充填部の応力が，引張破壊及びせん断破壊の許容

限界以下となることを確認する。 

耐震評価においては，すべての基準地震動Ｓｓに対し，解析ケース①（基本ケース）を

実施する。 
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また，解析ケース①において，引張破壊，せん断破壊及び基礎地盤の支持力照査の照査

値がそれぞれ最大となる最も厳しい地震動を用いて，表 3.2－1に示す解析ケース②，③を

実施する。 

引張破壊に対する照査値を表 3.8－1に，せん断破壊に対する照査値を表 3.8－2に，支

持力における照査値を表 3.8-3に示す。 

また，引張破壊に対する照査値が最大となる時刻の応力分布図を図 3.8－1に，せん断破

壊に対する照査値が最大となる時刻の応力分布図を図 3.8－2 に示す。また，各解析ケース

の基準地震動に対する接地圧の分布を図 3.8－3に示す。 
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表 3.8－1(1) 引張破壊に対する照査値（覆工部） 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばら

つき（＋1σ）を

考慮した解析ケ

ース 

地盤物性のばら

つき（－1σ）を

考慮した解析ケ

ース 

地盤物性 平均値 平均値＋1σ 平均値－1σ 

地
震
動(

位
相)

 
 

Ｓｓ－Ｄ１ 
＋＋ 0.36   

－＋ 0.34   

Ｓｓ－Ｄ２ 
＋＋ 0.37   

－＋ 0.38   

Ｓｓ－Ｄ３ 
＋＋ 0.34   

－＋ 0.35   

Ｓｓ－Ｆ１ 
＋＋ 0.27   

－＋ 0.34   

Ｓｓ－Ｆ２ 
＋＋ 0.38   

－＋ 0.37   

Ｓｓ－Ｆ３ 
＋＋ 0.38   

－＋ 0.44 0.41 0.48 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.29   

－＋ 0.30   
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表 3.8－1(2) 引張破壊に対する照査値（充填部） 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばら

つき（＋1σ）を

考慮した解析ケ

ース 

地盤物性のばら

つき（－1σ）を

考慮した解析ケ

ース 

地盤物性 平均値 平均値＋1σ 平均値－1σ 

地
震
動(

位
相)

 
 

Ｓｓ－Ｄ１ 
＋＋ 0.45   

－＋ 0.44   

Ｓｓ－Ｄ２ 
＋＋ 0.49   

－＋ 0.50   

Ｓｓ－Ｄ３ 
＋＋ 0.44   

－＋ 0.46   

Ｓｓ－Ｆ１ 
＋＋ 0.36   

－＋ 0.43   

Ｓｓ－Ｆ２ 
＋＋ 0.51   

－＋ 0.50   

Ｓｓ－Ｆ３ 
＋＋ 0.51   

－＋ 0.57 0.54 0.63 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.39   

－＋ 0.41   
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表 3.8－2(1) せん断破壊に対する照査値（覆工部） 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばら

つき（＋1σ）を

考慮した解析ケ

ース 

地盤物性のばら

つき（－1σ）を

考慮した解析ケ

ース 

地盤物性 平均値 平均値＋1σ 平均値－1σ 

地
震
動(

位
相)

 
 

Ｓｓ－Ｄ１ 
＋＋ 0.08   

－＋ 0.08   

Ｓｓ－Ｄ２ 
＋＋ 0.09   

－＋ 0.09   

Ｓｓ－Ｄ３ 
＋＋ 0.08   

－＋ 0.09   

Ｓｓ－Ｆ１ 
＋＋ 0.08   

－＋ 0.07   

Ｓｓ－Ｆ２ 
＋＋ 0.10   

－＋ 0.09   

Ｓｓ－Ｆ３ 
＋＋ 0.10   

－＋ 0.10 0.10 0.11 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.08   

－＋ 0.08   
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表 3.8－2(2) せん断破壊に対する照査値（充填部） 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばら

つき（＋1σ）を

考慮した解析ケ

ース 

地盤物性のばら

つき（－1σ）を

考慮した解析ケ

ース 

地盤物性 平均値 平均値＋1σ 平均値－1σ 

地
震
動(

位
相)

 
 

Ｓｓ－Ｄ１ 
＋＋ 0.04   

－＋ 0.04   

Ｓｓ－Ｄ２ 
＋＋ 0.05   

－＋ 0.05   

Ｓｓ－Ｄ３ 
＋＋ 0.04   

－＋ 0.04   

Ｓｓ－Ｆ１ 
＋＋ 0.04   

－＋ 0.04   

Ｓｓ－Ｆ２ 
＋＋ 0.05   

－＋ 0.05   

Ｓｓ－Ｆ３ 
＋＋ 0.05   

－＋ 0.05 0.05 0.06 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.04   

－＋ 0.04   
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表 3.8－3 支持力における照査値 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばら

つき（＋1σ）を

考慮した解析ケ

ース 

地盤物性のばら

つき（－1σ）を

考慮した解析ケ

ース 

地盤物性 平均値 平均値＋1σ 平均値－1σ 

地
震
動(

位
相)

 
 

Ｓｓ－Ｄ１ 
＋＋ 0.03   

－＋ 0.03   

Ｓｓ－Ｄ２ 
＋＋ 0.03   

－＋ 0.03   

Ｓｓ－Ｄ３ 
＋＋ 0.03   

－＋ 0.03   

Ｓｓ－Ｆ１ 
＋＋ 0.02   

－＋ 0.02   

Ｓｓ－Ｆ２ 
＋＋ 0.02   

－＋ 0.03   

Ｓｓ－Ｆ３ 
＋＋ 0.03   

－＋ 0.03 0.03 0.03 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.02   

－＋ 0.03   
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覆工部（t=35.24s） 

 

充填部（t=35.24s） 

図 3.8－1(1) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ１（＋＋）に対する引張応力分布図 

 

 

覆工部（t=25.30s） 

 

充填部（t=25.30s） 

図 3.8－1(2) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ１（－＋）に対する引張応力分布図 

  

最大値 0.363(N/mm2) 

 

最大値 0.815(N/mm2) 

最大値 0.340(N/mm2) 

最大値 0.805(N/mm2) 

  

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 
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覆工部（t=26.72s） 

 

充填部（t=26.72s） 

図 3.8－1(3) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ２（＋＋）に対する引張応力分布図 

 

 

覆工部（t=25.04s） 

 

充填部（t=25.04s） 

図 3.8－1(4) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ２（－＋）に対する引張応力分布図 

  

最大値 0.373(N/mm2) 

 

最大値 0.902(N/mm2) 

最大値 0.380(N/mm2) 

最大値 0.918(N/mm2) 

 

単位：kN/m2 

 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 
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覆工部（t=15.50s） 

 

充填部（t=15.50s） 

図 3.8－1(5) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ３（＋＋）に対する引張応力分布図 

 

 

覆工部（t=15.50s） 

 

充填部（t=15.50s） 

図 3.8－1(6) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ３（－＋）に対する引張応力分布図 

  

最大値 0.337(N/mm2) 

 

最大値 0.807(N/mm2) 

最大値 0.348(N/mm2) 

最大値 0.835(N/mm2) 

  

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 



 

6.2.1-49 

 

覆工部（t=18.83s） 

 

充填部（t=18.83s） 

図 3.8－1(7) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ１（＋＋）に対する引張応力分布図 

 

 

覆工部（t=17.20s） 

 

充填部（t=17.20s） 

図 3.8－1(8) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ１（－＋）に対する引張応力分布図 

  

最大値 0.270(N/mm2) 

 

最大値 0.656(N/mm2) 

最大値 0.339(N/mm2) 

最大値 0.777(N/mm2) 

  

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 
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覆工部（t=28.32s） 

 

充填部（t=28.32s） 

図 3.8－1(9) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ２（＋＋）に対する引張応力分布図 

 

 

覆工部（t=28.42s） 

 

充填部（t=28.32s） 

図 3.8－1(10) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ２（－＋）に対する引張応力分布図 

  

最大値 0.384(N/mm2) 

 

最大値 0.932(N/mm2) 

最大値 0.370(N/mm2) 

最大値 0.906(N/mm2) 

  

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 
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覆工部（t=27.64s） 

 

充填部（t=27.64s） 

図 3.8－1(11) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ３（＋＋）に対する引張応力分布図 

 

 

覆工部（t=27.64s） 

 

充填部（t=27.64s） 

図 3.8－1(12) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ３（－＋）に対する引張応力分布図  

最大値 0.385(N/mm2) 

 

最大値 0.931(N/mm2) 

最大値 0.443(N/mm2) 

最大値 1.051(N/mm2) 

  

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 



 

6.2.1-52 

 

覆工部（t=7.51s） 

 

充填部（t=7.50s） 

図 3.8－1(13) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）に対する引張応力分布図 

 

 

覆工部（t=7.50s） 

 

充填部（t=7.49s） 

図 3.8－1(14) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｎ１（－＋）に対する引張応力分布図 

  

最大値 0.295(N/mm2) 

 

最大値 0.713(N/mm2) 

最大値 0.298(N/mm2) 

最大値 0.742(N/mm2) 

  

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 



 

6.2.1-53 

 

覆工部（t=27.63s） 

 

充填部（t=27.63s） 

図 3.8－1(15) 解析ケース② 基準地震動Ｓｓ－Ｆ３（－＋）に対する引張応力分布図 

 

 

覆工部（t=27.64s） 

 

充填部（t=27.64s） 

図 3.8－1(16) 解析ケース③ 基準地震動Ｓｓ－Ｆ３（－＋）に対する引張応力分布図 

  

最大値 0.417(N/mm2) 

 

最大値 0.991(N/mm2) 

最大値 0.488(N/mm2) 

最大値 1.161(N/mm2) 

  

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 
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覆工部（t=25.16s） 

 

充填部（t=25.16s） 

図 3.8－2(1) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ１（＋＋）に対するせん断応力分布図 

 

 

覆工部（t=25.16s） 

 

充填部（t=25.16s） 

図 3.8－2(2) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ１（－＋）に対するせん断応力分布図 

  

最大値 0.386(N/mm2) 

最大値 0.325(N/mm2) 

最大値 0.400(N/mm2) 

最大値 0.313(N/mm2) 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 
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覆工部（t=25.04s） 

 

充填部（t=26.72s） 

図 3.8－2(3) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ２（＋＋）に対するせん断応力分布図 

 

 

覆工部（t=25.04s） 

 

充填部（t=25.04s） 

図 3.8－2(4) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ２（－＋）に対するせん断応力分布図 

  

最大値 0.329(N/mm2) 

 

最大値 0.408(N/mm2) 

最大値 0.339(N/mm2) 

最大値 0.419(N/mm2) 

  

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 
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覆工部（t=28.40s） 

 

充填部（t=28.40s） 

図 3.8－2(5) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ３（＋＋）に対するせん断応力分布図 

 

 

覆工部（t=28.40s） 

 

充填部（t=28.40s） 

図 3.8－2(6) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ３（－＋）に対するせん断応力分布図 

  

最大値 0.328(N/mm2) 

 

最大値 0.400(N/mm2) 

最大値 0.329(N/mm2) 

最大値 0.395(N/mm2) 

  

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 
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覆工部（t=20.07s） 

 

充填部（t=20.07s） 

図 3.8－2(7) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ１（＋＋）に対するせん断応力分布図 

 

 

覆工部（t=20.07s） 

 

充填部（t=20.07s） 

図 3.8－2(8) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ１（－＋）に対するせん断応力分布図 

  

最大値 0.290(N/mm2) 

 

最大値 0.345(N/mm2) 

最大値 0.285(N/mm2) 

最大値 0.359(N/mm2) 

  

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 
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覆工部（t=28.43s） 

 

充填部（t=28.43s） 

図 3.8－2(9) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ２（＋＋）に対するせん断応力分布図 

 

 

覆工部（t=28.43s） 

 

充填部（t=28.43s） 

図 3.8－2(10) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ２（－＋）に対するせん断応力分布図 

  

最大値 0.376(N/mm2) 

 

最大値 0.454(N/mm2) 

最大値 0.360(N/mm2) 

最大値 0.436(N/mm2) 

  

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 



 

6.2.1-59 

 

覆工部（t=27.63s） 

 

充填部（t=27.63s） 

図 3.8－2(11) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ３（＋＋）に対するせん断応力分布図 

 

 

覆工部（t=27.63s） 

 

充填部（t=27.64s） 

図 3.8－2(12) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ３（－＋）に対するせん断応力分布図 

  

最大値 0.393(N/mm2) 

 

最大値 0.478(N/mm2) 

最大値 0.389(N/mm2) 

最大値 0.481(N/mm2) 

  

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 
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覆工部（t=7.49s） 

 

充填部（t=7.50s） 

図 3.8－2(13) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）に対するせん断応力分布図 

 

 

覆工部（t=7.49s） 

 

充填部（t=7.49s） 

図 3.8－2(14) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｎ１（－＋）に対するせん断応力分布図 

  

最大値 0.306(N/mm2) 

 

最大値 0.372(N/mm2) 

最大値 0.315(N/mm2) 

最大値 0.390(N/mm2) 

  

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 
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覆工部（t=27.63s） 

 

充填部（t=27.63s） 

図 3.8－2(15) 解析ケース② 基準地震動Ｓｓ－Ｆ３（－＋）に対するせん断応力分布図 

 

 

覆工部（t=27.64s） 

 

充填部（t=27.64s） 

図 3.8－2(16) 解析ケース③ 基準地震動Ｓｓ－Ｆ３（－＋）に対するせん断応力分布図 

  

最大値 0.385(N/mm2) 

 

最大値 0.468(N/mm2) 

最大値 0.418(N/mm2) 

最大値 0.531(N/mm2) 

  

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 
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図 3.8－3(1) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ１（＋＋）に対する接地圧の分布図 

 

 

 

 

図 3.8－3(2) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ１（－＋）に対する接地圧の分布図 
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図 3.8－3(3) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ２（＋＋）に対する接地圧の分布図 

 

 

 

 

図 3.8－3(4) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ２（－＋）に対する接地圧の分布図 
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図 3.8－3(5) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ３（＋＋）に対する接地圧の分布図 

 

 

 

 

図 3.8－3(6) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ３（－＋）に対する接地圧の分布図 
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図 3.8－3(7) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ１（＋＋）に対する接地圧の分布図 

 

 

 

 

図 3.8－3(8) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ１（－＋）に対する接地圧の分布図 
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図 3.8－3(9) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ２（＋＋）に対する接地圧の分布図 

 

 

 

 

図 3.8－3(10) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ２（－＋）に対する接地圧の分布図 
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図 3.8－3(11) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ３（＋＋）に対する接地圧の分布図 

 

 

 

 

図 3.8－3(12) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ３（－＋）に対する接地圧の分布図 
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図 3.8－3(13) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）に対する接地圧の分布図 

 

 

 

 

図 3.8－3(14) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｎ１（－＋）に対する接地圧の分布図 
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図 3.8－3(15) 解析ケース② 基準地震動Ｓｓ－Ｆ３（－＋）に対する接地圧の分布図 

 

 

 

 

図 3.8－3(16) 解析ケース③ 基準地震動Ｓｓ－Ｆ３（－＋）に対する接地圧の分布図 
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  耐震評価結果 

4.1 構造部材の健全性に対する評価結果 

覆工部及び充填部の引張破壊に対する照査値を表 4.1－1 に，せん断破壊に対する照査値を

表 4.1－2に示す。また，覆工部及び充填部の引張破壊に対する照査値最大となる時刻の応力分

布を図 4.1－1 に，せん断破壊に対する照査値最大となる時刻の応力分布を図 4.1－2に示す。

覆工部及び充填部の発生応力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 4.1－1 引張破壊に対する最大照査値 

部位 地震動 解析ケース 

発生応力 

(N/mm2) 

（a） 

許容限界 

(N/mm2) 

（b） 

照査値 

 

（a/b） 

覆工部 Ｓｓ－Ｆ３（－＋） ③ 0.488 1.019 0.48 

充填部 Ｓｓ－Ｆ３（－＋） ③ 1.161 1.847 0.63 

 

表 4.1－2 せん断破壊に対する照査値 

部位 地震動 解析ケース 

発生応力 

(N/mm2) 

（a） 

許容限界 

(N/mm2) 

（b） 

照査値 

 

（a/b） 

覆工部 Ｓｓ－Ｆ３（－＋） ③ 0.418 4.1 0.11 

充填部 Ｓｓ－Ｆ３（－＋） ③ 0.531 10.0 0.06 
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図 4.1－1(1) 覆工部の引張破壊に対する照査値最大となる時刻の応力分布図 

(Ｓｓ－Ｆ３（－＋），ｔ＝27.64s） 

(解析ケース③：地盤物性値のばらつき(-1σ)を考慮した解析ケース)  

 

 

 

 

 

 

図 4.1－1(2) 充填部の引張破壊に対する照査値最大となる時刻の応力分布図 

(Ｓｓ－Ｆ３（－＋），ｔ＝27.64s） 

(解析ケース③：地盤物性値のばらつき(-1σ)を考慮した解析ケース)  

 

  

 

単位：kN/m2 

最大値 1.161(N/mm2) 

最大値 0.488(N/mm2) 

単位：kN/m2 
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図 4.1－2(1) 覆工部のせん断破壊に対する照査値最大となる時刻の応力分布図 

(Ｓｓ－Ｆ３（－＋），ｔ＝27.64s） 

(解析ケース③：地盤物性値のばらつき(-1σ)を考慮した解析ケース)  

 

 

 

 

 

図 4.1－2(2) 充填部のせん断破壊に対する照査値最大となる時刻の応力分布図 

(Ｓｓ－Ｆ３（－＋），ｔ＝27.64s） 

(解析ケース③：地盤物性値のばらつき(-1σ)を考慮した解析ケース)  

  

 

単位：kN/m2 

最大値 0.418(N/mm2) 

最大値 0.531(N/mm2) 

 

単位：kN/m2 
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4.2 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

基礎地盤の支持性能に対する照査結果を表 4.2－1 に示す。また，最大接地圧の分布図を図

4.2－1示す。 

覆工部を支持する基礎地盤に生じる最大接地圧が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 4.2－1 基礎地盤の支持性能照査結果 

地震動 解析ケース 

最大接地圧 

(N/mm2) 

（a） 

許容限界 

(N/mm2) 

（b） 

照査値 

 

（a/b） 

Ｓｓ－Ｄ２（＋＋） ① 0.379 13.7 0.03 
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図 4.2－1 最大接地圧の分布図 

(Ｓｓ－Ｄ２（＋＋）） 

(解析ケース①：基本ケース) 
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6. 浸水防護施設に関する補足説明 

6.2 取放水路流路縮小工の設計に関する補足説明 

6.2.2 取放水路流路縮小工（第 1号機放水路）の耐震性についての計算書に関する補足説明 
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6.2.2-1 

 概要 

本資料は，添付書類「Ⅵ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，取放水路流路縮小工（第 1号機放水路）が基準地震動Ｓｓに対して十分

な構造強度を有していることを確認するものである。 

取放水路流路縮小工（第 1号機放水路）に要求される機能の維持を確認するにあたっては，地

震応答解析より構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を行う。 

なお，取放水路流路縮小工（第１号機放水路）の耐震評価においては，平成 23年 3月 11日に

発生した東北地方太平洋沖地震による地殻変動に伴い，牡鹿半島全体で約 1m の地盤沈下が発生

したことを考慮し，地盤沈下量を考慮した敷地高さや施設高さ等を記載する。 

  



 

6.2.2-2 

 基本方針 

2.1 位置 

取放水路流路縮小工（第 1号機放水路）の位置図を図 2.1－1に示す。 

 

 

図 2.1－1 取放水路流路縮小工（第１号機放水路）の位置図（全体平面図） 
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防潮壁 

（第３号機 

海水熱交換器

建屋） 

 

防潮壁 

（第３号機海 

水ポンプ室） 

 

防潮壁 

（第２号機 

放水立坑） 

 

防潮堤 
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2.2 構造概要 

取放水路流路縮小工（第 1号機放水路）の平面図及び断面図を図 2.2-1に示す。 

取放水路流路縮小工（第 1号機放水路）は，第 1号機放水路からの津波の流入を抑制し，第

1 号機放水路から敷地への津波の流入を防止するため，第 1 号機放水路内に無筋のコンクリー

トを充填する。よって，取放水路流路縮小工（第 1号機放水路）は，既設の第 1号機放水路の

覆工部（鉄筋コンクリート）と充填部（無筋コンクリート）から構成される。 

なお，第 1号機の補機冷却海水を放水するため，貫通部（   ×1条）を設ける。 

 

 

 

図 2.2－1(1) 取放水路流路縮小工（第１号機放水路） 平面図 

 

 

図 2.2－1(2) 取放水路流路縮小工（第１号機放水路） 断面図 

  

 

A
A

B B

枠囲みの内容は防護上の観点から公開できません。 
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（単位：mm） 

 

図 2.2－1(3) 取放水路流路縮小工（第 1号機放水路）の構造概要図 

（覆工部配筋図） 

 

 

  

→D19ctc200＊ 

→D16ctc250＊ 

注記＊：SD345 
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2.3 評価方針 

取放水路流路縮小工（第 1号機放水路）は，Sクラス施設である津波防護施設に分類される。 

取放水路流路縮小工（第 1号機放水路）の耐震評価は，地震応答解析の結果に基づき，表 2.3

－1 に示すとおり，構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施することで，構

造強度を有することを確認する。なお，覆工部については，鉄筋コンクリート構造であるもの

の，充填部に対する覆工部の断面厚さ等が小さいことを踏まえ，耐震評価においては，保守的

に鉄筋に期待しないこととして，無筋コンクリートとして構造強度を評価する。 

取放水路流路縮小工（第 1号機放水路）の地震応答解析においては，構造物周辺は岩盤に覆

われているため，線形解析を実施する。 

地震応答解析に用いる地盤物性は，地盤の代表性及び網羅性を踏まえた上で，ばらつき等を

考慮して設定する。 

構造物材の健全性評価については，添付書類「Ⅵ-2-1-9 機能維持の基本方針」のうち「3.1

構造強度上の制限」に基づき流路縮小工の構造部材の発生応力が許容限界以下であることを確

認する。 

基礎地盤の支持性能評価においては，添付書類「Ⅵ-2-1-9 機能維持の基本方針」のうち「3.1

構造強度上の制限」に基づき流路縮小工の基礎地盤に発生する応力が許容限界以下であること

を確認する。 

取放水路流路縮小工（第 1号機放水路）の耐震評価フローを図 2.3-1に示す。 

 

表 2.3－1 取放水路流路縮小工（第１号機放水路）の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

構造部材の

健全性 
流路縮小工 

発生する応力が許容限界

以下であることを確認 

引張強度及びせ

ん断強度 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する応力（接地圧）が

許容限界以下であること

を確認 

極限支持力＊ 

  注記 *：妥当な安全余裕を考慮 
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図 2.3－1 取放水路流路縮小工（第 1号機放水路）の耐震評価フロー 

  

評価開始

評価方針

常時応力解析

基準地震動Ｓｓ

評価対象断面の設定

解析方法の選定

荷重及び荷重の組合せの設定入力地震動の算定
（1次元重複反射理論による

地震応答解析）

解析モデル及び諸元の設定

地震応答解析
（2次元動的有限要素法解析（線形解析））

評価終了

構造部材の応答値算定

許容限界の設定

接地圧の算定

構造部材の健全性評価 基礎地盤の支持性能評価
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2.4 適用基準 

適用する規格，基準等を以下に示す。また，各項目で適用する規格，基準類を表 2.4－1に示

す。 

・土木学会 2005年 原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル 

（以下「土木学会マニュアル」という） 

・土木学会 2002年 コンクリート標準示方書[構造性能照査編] 

・土木学会 2017年 コンクリート標準示方書［設計編］ 

・土木学会 2013年 コンクリート標準示方書 ダムコンクリート編 

・土木学会 2016年 トンネル標準示方書[共通編]・同解説/[山岳工法編]・同解説 

・原子力発電所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ４６０１-1987） 

 

表 2.4－1 各項目で適用する規格，基準類 

項目 適用する規格，基準類 備考 

使用材料及び材料定数  土木学会 2002 年 コンクリート標準示方書

[構造性能照査編] 

 土木学会 2017 年 コンクリート標準示方書

［設計編］ 

－ 

荷重及び荷重の組合せ  土木学会 2002 年 コンクリート標準示方書

[構造性能照査編] 

 土木学会 2016 年 トンネル標準示方書[共

通編]・同解説/[山岳工法編]・同解説 

 永久荷重＋偶発荷重＋

従たる変動荷重の適切

な組み合わせを検討 

 トンネル掘削による解

放応力及び地山のゆる

み土圧の検討 

許容限界 
覆工部及び

充填部 

 土木学会 2002 年 コンクリート標準示方書

[構造性能照査編] 

 土木学会 2013 年 コンクリート標準示方書 

ダムコンクリート編 

 引張及びせん断に対す

る照査は，発生応力が

引張強度及びせん断強

度以下であることを確

認 

地震応答解析  土木学会マニュアル 

 原子力発電所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ４

６０１-1987） 

 有限要素法による二次

元モデルを用いた線形

解析 
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2.5 記号の説明 

取放水路流路縮小工（第１号機放水路）の応力評価に用いる記号を表 2.5－1に示す。 

 

表 2.5－1 取放水路流路縮小工（第 1号機放水路）の応力評価に用いる記号 

記号 定義 単位 

Ｇ 固定荷重（躯体の自重） N 

Ｐ 積載荷重 kN/m2 

Ｓｓ 地震荷重 N 

ｆ’ｃｋ コンクリートの設計基準強度 N/mm2 

Σt 引張強度 N/mm2 

ｆｔｄ 設計引張強度 N/mm2 

ｆｔｋ 引張強度 N/mm2 

γｂ 部材係数 － 

γｃ 材料係数 － 

φ 内部摩擦角 ° 

τ０ せん断強度 N/mm2 
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 耐震評価 

3.1 評価対象断面 

取放水路流路縮小工（第１号機放水路）の評価対象断面位置を図 3.1－1に示す。評価対象断

面の地質図を図 3.1－2 に示す。縦断方向の地質に有意な差がないことから，躯体の中央位置

（A-A断面）を評価対象断面として選定する。 

 

図 3.1－1 取放水路流路縮小工（第 1号機放水路）の評価対象断面位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A
A
’

B B’
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図 3.1－2(1) 取放水路流路縮小工（第 1号機放水路）の評価対象断面の地質図 

（A-A’断面図） 

 

 

 

図 3.1－2(2) 取放水路流路縮小工（第 1号機放水路）の評価対象断面の地質図 

（B-B’断面図） 
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3.2 解析方法 

取放水路流路縮小工（第１号機放水路）の地震応答解析は，添付書類「Ⅵ-2-1-6 地震応答

解析の基本方針」のうち，「2.3 屋外重要土木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏ま

えて実施する。 

構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価に用いる構造部材の応答値及び接地圧は，

地震応答解析から得られる地震時増分と常時応力解析から得られる常時応力を重ね合わせて算

定する。 

地震応答解析及び常時応力解析では，構造物周辺が岩盤に覆われているため，線形解析を実

施する。 

地震応答解析は，解析コード「SuperFLUSH/2D Ver.6.1」を，常時応力解析は，解析コード

「TDAPⅢ Ver.3.10.01」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，添

付書類「Ⅵ-5 計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

3.2.1 地震応答解析手法 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる 2次元動的有限要素法解析により，

基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による線形解析にて行う。 

構造部材については，流路縮小工の形状を踏まえた部材の応力を評価するため，平面ひずみ

要素によりモデル化することとし，物性値は線形とする。 

地盤（岩盤）については，平面ひずみ要素によりモデル化することとし，物性値は線形とす

る。 

地震応答解析の選定フローを図 3.2－1に示す。 
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図 3.2－1 地震応答解析の選定フロー 

 

 

3.2.2 地盤物性及び材料物性のばらつき 

地盤物性のばらつきの影響を考慮するため，表 3.2－1に示す解析ケースを設定する。 

地盤物性のばらつきは，岩級区分ごとの PS 検層の結果から得られるせん断波速度の標

準偏差σを求め，せん断波速度のばらつきとして設定する（解析ケース②，③）。 

  

【構造モデル】

【解析手法①】

【地盤モデル】

【解析手法②】

線形解析 等価線形解析 非線形解析

双曲線モデル
(H-Dモデル，修正GHEﾓﾃﾞﾙ)

指数関数モデル
(R-Oﾓﾃﾞﾙ)

評価開始

質点系解析 二次元有限要素解析

はり要素
(線形モデル)

はり要素
(M-φモデル)

はり要素
(ファイバーモデル)

○ 屋外重要土木構造物と地盤の動的相互

作用を考慮できる連成系の地震応答解
析手法を用いること。
(ガイドにおける要求事項)

⇒地中構造物のため，構造物と地盤の相互
作用を考慮できるよう二次元有限要素解
析を用いる。

（手法選定の考え方）

○ 地震応答解析手法は，線形，等価線形，

非線形解析のいずれかによること。
(ガイドにおける要求事項)

⇒構造物周辺が岩盤に覆われているため，
線形解析を用いる。

平面ひずみ要素
（線形）

線形

○ 構造物を線形平面ひずみ要素で
モデル化する。

○ 地盤（岩盤）を線形でモデル化する。
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表 3.2－1 耐震評価における解析ケース 

解析ケース 

材料物性 

（コンクリート） 

（Ｅ０：ヤング係数） 

地盤物性 

CL 級岩盤，CM級岩盤， 

CH 級岩盤，B 級岩盤 

（Ｇｄ：動せん断弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
設計基準強度 平均値 

ケース② 設計基準強度 平均値＋1σ 

ケース③ 設計基準強度 平均値－1σ 

 

 

3.2.3 減衰定数 

減衰定数は，流路縮小工については，添付書類「Ⅵ-2-1-9 機能維持の基本方針」のう

ち「3.設計用減衰定数」に示される鉄筋コンクリートの減衰定数を，地盤については，添

付書類「Ⅵ-2-1-3 地盤の支持性能に係る基本方針」のうち「3.1 設置変更許可申請書に

記載された解析用物性値」に示される狐崎部層の減衰定数を使用する。 

 

3.2.4 解析ケースの選定 

耐震評価においては，すべての基準地震動Ｓｓに対し，解析ケース①（基本ケース）を

実施する。解析ケース①において，引張破壊，せん断破壊及び基礎地盤の支持力照査の照

査値が最大となる最も厳しい地震動を用いて，表 3.2－1に示す解析ケース②，③を実施す

る。耐震評価における解析ケースを表 3.2－2に示す。 
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表 3.2－2 耐震評価における解析ケース 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばら

つき（＋1σ）を

考慮した解析ケ

ース 

地盤物性のばら

つき（－1σ）を

考慮した解析ケ

ース 

地盤物性 平均値 平均値＋1σ 平均値－1σ 

地
震
動(

位
相)

 
 

Ｓｓ－Ｄ１ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｄ２ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｄ３ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ１ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ２ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ３ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

注記 ＊：取放水路流路縮小工（第 1号機放水路）の耐震評価にあたっては，「土木学会

マニュアル」に従い水平方向の位相反転を考慮する。地震動の位相について

（＋＋）の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位相を反転させたケ

ースを示す。 

  

基準地震動Ｓｓ（7波）及び水平

動の位相反転を考慮した地震動

（7波）を加えた全 14波により

照査を行ったケース①（基本ケ

ース）の結果から，引張破壊，せ

ん断破壊及び基礎地盤の支持力

照査において照査値が 0.5 以上

となるすべての項目に対して，

最も厳しい地震動を用いてケー

ス②，③を実施する。 

照査値がいずれも 0.5 未満の場

合は，照査値が最も厳しくなる

地震動を用いてケース②～③を

実施する。 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，添付書類「Ⅵ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

3.3.1 耐震評価上考慮する状態 

取放水路流路縮小工（第 1号機放水路）の地震応答解析において，地震以外に考慮する

状態を以下に示す。 

(1) 運転時の状態 

発電用原子炉（第 1号機）が停止状態にあり，運転時の異常な過渡変化時の影響を受け

ないことから考慮しない。 

(2) 設計基準事故時の状態 

設計基準事故時の影響を受けないことから考慮しない。 

(3) 設計用自然条件 

岩盤内構造物であるため，風，並びに積雪の影響は考慮しない。 

(4) 重大事故等時の状態 

重大事故等時の状態の影響を受けないことから考慮しない。 

 

3.3.2 荷重 

取放水路流路縮小工（第 1号機放水路）の地震応答解析において，考慮する荷重を以下

に示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重を考慮する。 

(2) 積載荷重（Ｐ） 

地表面に積載荷重 4.9(kN/m2)を考慮する。 

(3) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 

 

なお，第 1号機放水路トンネルは，地山の変形が収束した後に覆工を施工する NATM工法

を用いていることから覆工に掘削解放応力が作用しているとは考えにくく考慮しない。ま

た，当該位置の地山強度比＊は 380 程度と十分大きいことから，地山のゆるみ土圧も荷重

として考慮しない。 

注記 ＊：トンネル標準示方書[共通編]・同解説／[山岳工法編] （土木学会，2016制定）

に基づき，地山強度比Ｇｎ＝ｑｕ/γＨにより算定。（ｑｕ：地山の一軸圧縮強

度 153.0N/㎜ 2，γ：地山の単位体積重量 26.2kN/㎜ 3，Ｈ：トンネルの土被り

14.99m） 
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3.3.3 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3.3－1に示す。 

 

表 3.3－1(1) 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

Ｇ：固定荷重 

Ｐ：積載荷重（4.9kN/m2を地表面に考慮） 

Ｓｓ：地震荷重 

 

表 3.3-1(2) 荷重の組合せ 

種別 荷重 算定方法 

永久 

荷重 

固定 

荷重 

躯体自重 ○ 
 設計図書に基づいて，対象構造物の体積に材料

の密度を乗じて設定する。 

機器・配管自重 － 
 対象構造物に作用する機器・配管はないため考

慮しない。 

土被り荷重 －  安定した岩盤内に設置されるため考慮しない。 

積載荷重 ○  地表面に 4.9(kN/m2)を考慮する。 

静止土圧 －  安定した岩盤内に設置されるため考慮しない。 

外水圧 －  つり合っているため考慮しない 

内水圧 －  つり合っているため考慮しない 

積雪荷重 －  岩盤内構造物であることから考慮しない。 

風荷重 －  岩盤内構造物であることから考慮しない。 

偶発荷重 

水平地震動 ○  基準地震動Ｓｓによる水平及び鉛直同時加振を

考慮する。 

 躯体の慣性力を考慮する。 鉛直地震動 ○ 

動水圧 ○  朔望平均満潮位での動水圧を考慮する。 
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3.4 入力地震動 

入力地震動は，添付書類「Ⅵ-2-1-1 耐震設計の基本方針」のうち「4.1(2) 動的地震力」

及び添付書類「Ⅵ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構造物」に示

す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを 1次元重

複反射理論により地震応答解析モデル底面位置で評価したものを用いる。なお，入力地震動の

設定に用いる地下構造モデルは，添付書類「Ⅵ-2-1-3 地盤の支持性能に係る基本方針」のう

ち「6.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

入力地震動算定の概念図を図 3.4－1 に，入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答ス

ペクトルを図 3.4－2に示す。 

入力地震動の算定には，解析コード「ArkQuake Ver.3.10.01」を使用する。解析コードの検

証及び妥当性確認の概要については，添付書類「Ⅵ-5 計算機プログラム（解析コード）の概

要」に示す。 

 

①引戻し解析 

引戻し地盤モデル（解放基盤モデル）を用いて，水平方向地震動及び鉛直方向地震動を

それぞれ引戻し地盤モデル底面位置まで引戻す。 

②水平方向地震動の引上げ解析 

引上げ地盤モデル（水平方向地震動用）を用いて，構造物－地盤連成系解析モデル底面

位置まで水平方向地震動を引上げる。 

③鉛直方向地震動の引上げ解析 

引上げ地盤モデル（鉛直方向地震動用）を用いて，構造物－地盤連成系解析モデル底面

位置まで鉛直方向地震動を引上げる。 
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図 3.4－1(1) 入力地震動算定の概念図 
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図 3.4－1(2) 入力地震動算定の概念図（引上げ地盤モデル）（単位：m） 
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(a) 速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(1) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平方向：Ｓｓ－Ｄ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(2) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直方向：Ｓｓ－Ｄ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(3) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平方向：Ｓｓ－Ｄ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(4) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直方向：Ｓｓ－Ｄ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(5) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平方向：Ｓｓ－Ｄ３） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(6) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直方向：Ｓｓ－Ｄ３） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(7) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平方向：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(8) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直方向：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(9) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平方向：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(10) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直方向：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(11) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平方向：Ｓｓ－Ｆ３） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(12) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直方向：Ｓｓ－Ｆ３） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(13) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平方向：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.4－2(14) 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直方向：Ｓｓ－Ｎ１） 
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3.5 解析モデル及び諸元 

3.5.1 解析モデル 

(1) 解析領域 

地震応答解析モデルは，境界条件の影響が構造物及び地盤の応力状態に影響を及ぼさな

いよう，十分に広い領域とする。具体的には，ＪＥＡＧ４６０１－1987を参考に，図 3.5

－1 のモデル範囲の考え方に示すとおり，モデル幅を構造物基礎幅の 5 倍以上，構造物下

端からモデル下端までの高さを構造物基礎幅の 2倍以上とする。 

なお，解析モデルの境界条件は，側面をエネルギー伝達境界，底面を粘性境界とする。 

地盤の要素分割については，地盤の波動をなめらかに表現するために，最大周波数 20Hz

及びせん断波速度 Vs で算定される波長の 5 または 4 分割，すなわち Vs/100 または Vs/80

を考慮し，設定する。 

構造物の要素分割については，構造物に接する地盤の要素分割に合わせて設定する。 

解析モデルの下端については，第 4速度層及び第 5速度層の分布に着目し，O.P.-101.0m 

までモデル化する。 

二次元地震応答解析モデルは，検討対象構造物とその周辺地盤をモデル化した不整形地

盤に加え，この不整形地盤の左右に広がる地盤をモデル化した自由地盤で構成される。こ

の自由地盤は，不整形地盤の左右端と同じ地質構成を有する１次元地盤モデルである。 

 

 

図 3.5－1 モデル範囲の考え方 
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(2) 境界条件 

a. 常時応力解析時 

常時応力解析は，構造物の自重等の静的な荷重を載荷することによる常時の応力を算

定するために行う。常時応力解析時の境界条件は底面固定とし，側方は自重等による地

盤の鉛直方向の変形を拘束しないよう鉛直ローラーとする。 

常時応力解析における境界条件の概念図を図 3.5－2に示す。 

 

 

 

図 3.5－2 常時応力解析における境界条件の概念図 

 

b. 地震応答解析時 

地震応答解析時の境界条件については，有限要素法における半無限地盤を模擬するた

め，底面に粘性境界，側方にエネルギー伝達境界を設ける。 

底面の粘性境界については，地震動の下降波がモデル底面境界から半無限地盤へ通過

していく状態を模擬するため，ダッシュポットを設定する。側方のエネルギー伝達境界

については，自由地盤の地盤振動と不成型地盤側方の差分が側方を通過していく状態を

模擬するものである。 

取放水路流路縮小工（第１号機放水路）の地震応答解析モデルを図 3.5－3に示す。 
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図 3.5－3 取放水路流路縮小工（第１号機放水路）の地震応答解析モデル 
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(3) 構造物のモデル化 

構造部材（覆工部及び充填部）は，平面ひずみ要素によりモデル化する（覆工部につい

ては，鉄筋は考慮しない）。 

(4) 地盤のモデル化 

地盤は，平面ひずみ要素でモデル化する。 

(5) 内水のモデル化 

内水は，付加質量としてモデル化する。 

 

3.5.2 使用材料及び材料の物性値 

耐震評価に用いる材料定数は，適用基準類を基に設定する。構造物の使用材料を表 3.5-

1に，材料の物性値を表 3.5-2に示す。 

 

表 3.5－1 使用材料 

部位 材料 諸元 

覆工部 コンクリート 設計基準強度：ｆ’ｃｋ＝20.5N/mm2 

充填部 コンクリート 設計基準強度：ｆ’ｃｋ＝50.0N/mm2 

 

表 3.5－2 材料の物性値 

材料 
単位体積重量 

(kN/m3) 

ヤング係数 

(N/mm2) 

ポアソン比 

（-） 

コンクリート（ｆ’ｃｋ＝

20.5N/mm2） 
24.0 ＊ 2.33×104 ＊ 0.20 ＊ 

コンクリート（ｆ’ｃｋ＝

50.0N/mm2） 
23.0 ＊ 3.30×104 ＊ 0.20 ＊ 

 注記 ＊：コンクリート標準示方書［設計編］（土木学会，2017 年制定）。なお，覆工部は，

耐震計算においては期待しないものの，鉄筋を有する構造であることを踏まえ，

鉄筋コンクリートの単位体積重量を用いる。 

 

3.5.3 地盤の物性値 

地盤については，添付書類「Ⅵ-2-1-3 地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定して

いる物性値を使用する。 

 

3.5.4 地下水位 

地下水位については，添付書類「Ⅵ-2-1-3 地盤の支持性能に係る基本方針」に従って

設定した地表面とする。 
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3.6 評価対象部位 

3.6.1 構造部材の健全性評価 

構造部材の健全性評価に係る評価対象部位は，覆工部及び充填部とする。 

 

3.6.2 基礎地盤の支持性能評価 

基礎地盤の支持性能評価に係る評価対象部位は，覆工部を支持する岩盤とする。 

 

3.7 許容限界 

許容限界は，添付書類「Ⅵ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

3.7.1 構造部材の健全性に対する許容限界 

耐震評価における許容限界は，地震荷重に対してコンクリート躯体である覆工部及び充

填部が引張破壊又はせん断破壊しないこととして，引張破壊に対しては引張強度，せん断

破壊に対してはせん断強度とする。 

 

引張強度は「コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002年制定）」に

基づき設定する。 

覆工部及び充填部の許容限界を表 3.7－1に示す。 

 

表 3.7－1 覆工部及び充填部の許容限界（引張強度） 

部位 項目 
許容限界 

(N/mm2) 

覆工部 引張強度 σｔ 1.019 

充填部 引張強度 σｔ 1.847 

引張強度σtの設定方法（例：充填部の場合） 

引張強度の限界値 σｔ ＝ ｆｔｄ / γｂ ＝ (fｔｋ/γｃ) / γｂ  

        ＝ (0.23×502/3/1.3) / 1.3 

        ＝ 1.847 (N/mm2） 

 ここに， 

    ｆｔｄ ： 設計引張強度（＝fｔｋ / γｃ） 

   ｆｔｋ ： 引張強度（＝0.23･ｆ'ｃｋ
2/3） 

    ｆ'ｃｋ： 設計基準強度（＝50 N/mm2） 

    γｂ ： 部材係数（＝1.3）  

   γｃ ： 材料係数（＝1.3） 
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せん断強度は，表 3.7-2に示す物性値を用いては，「コンクリート標準示方書（ダムコン

クリート編）（土木学会，2013年制定）」より算出する。なお，せん断強度の設定方法につ

いては，「補足 600-1【地盤の支持性能について】参考資料 23 MMRのせん断強度について」

に示すとおり，試験及び既往文献により妥当性が確認されており，打継処理の管理をした

上で施工することから，上記設定は妥当であると考えられる。 

 

表 3.7－2 覆工部及び充填部の許容限界（せん断強度） 

項目 覆工部 充填部 

設計基準強度 ｆ’ｃｋ N/mm2 20.5 50.0 

内部摩擦角 φ ° 0*1 0*1 

せん断強度 τ０ N/mm2 4.1*2 10.0*2 

注記 ＊1：保守的に考慮しないこととする 

＊2： τ０＝1/5ｑｕ → τ０＝0.2ｆ’ｃｋ 

 

3.7.2 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，添付書類「Ⅵ-2-1-3 地盤の支持性能

に係る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力とする。 

基礎地盤の極限支持力を表 3.7－3に示す。 

 

表 3.7－3 基礎地盤の許容限界 

項目 基礎地盤 
許容限界 

(N/mm2) 

極限支持力 狐崎部層 13.7 

 

3.8 評価方法 

取放水路流路縮小工（第１号機放水路）の耐震評価は，地震応答解析により算定した照査用

応答値が，「3.7 許容限界」において設定した許容限界以下であることを確認する。 

 

3.8.1 構造部材の健全性評価 

地震応答解析により算定した覆工及び充填部の応力が，引張強度及びせん断強度の許容

限界以下となることを確認する。 

耐震評価においては，すべての基準地震動Ｓｓに対し，解析ケース①（基本ケース）を

実施する。 

また，解析ケース①において，引張破壊，せん断破壊及び基礎地盤の支持力照査の照査
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値がそれぞれ最大となる最も厳しい地震動を用いて，表 3.2-1に示す解析ケース②，③を

実施する。 

引張破壊に対する照査値を表 3.8－1に，せん断破壊に対する照査値を表 3.8－2に，支

持力における照査値を表 3.8－3に示す。 

また，引張破壊に対する照査値が最大となる時刻の応力分布図を図 3.8－1に，せん断破

壊に対する照査値が最大となる時刻の応力分布図を図 3.8－2 に示す。また，各解析ケース

の基準地震動に対する接地圧の分布を図 3.8－3に示す。 

 

 

 

  



 

6.2.2-41 

表 3.8－1(1) 引張破壊に対する照査値（覆工部） 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばら

つき（＋1σ）を

考慮した解析ケ

ース 

地盤物性のばら

つき（－1σ）を

考慮した解析ケ

ース 

地盤物性 平均値 平均値＋1σ 平均値－1σ 

地
震
動(

位
相)

 
 

Ｓｓ－Ｄ１ 
＋＋ 0.46   

－＋ 0.46   

Ｓｓ－Ｄ２ 
＋＋ 0.51   

－＋ 0.52   

Ｓｓ－Ｄ３ 
＋＋ 0.45   

－＋ 0.46   

Ｓｓ－Ｆ１ 
＋＋ 0.39   

－＋ 0.39   

Ｓｓ－Ｆ２ 
＋＋ 0.52   

－＋ 0.53   

Ｓｓ－Ｆ３ 
＋＋ 0.61   

－＋ 0.62 0.60 0.61 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.37   

－＋ 0.36   

 

  



 

6.2.2-42 

表 3.8－1(2) 引張破壊に対する照査値（充填部） 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばら

つき（＋1σ）を

考慮した解析ケ

ース 

地盤物性のばら

つき（－1σ）を

考慮した解析ケ

ース 

地盤物性 平均値 平均値＋1σ 平均値－1σ 

地
震
動(

位
相)

 
 

Ｓｓ－Ｄ１ 
＋＋ 0.50   

－＋ 0.50   

Ｓｓ－Ｄ２ 
＋＋ 0.57   

－＋ 0.57   

Ｓｓ－Ｄ３ 
＋＋ 0.49   

－＋ 0.50   

Ｓｓ－Ｆ１ 
＋＋ 0.42   

－＋ 0.43   

Ｓｓ－Ｆ２ 
＋＋ 0.57   

－＋ 0.57   

Ｓｓ－Ｆ３ 
＋＋ 0.67   

－＋ 0.68 0.66 0.67 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.41   

－＋ 0.40   

 

  



 

6.2.2-43 

表 3.8－2(1) せん断破壊に対する照査値（覆工部） 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばら

つき（＋1σ）を

考慮した解析ケ

ース 

地盤物性のばら

つき（－1σ）を

考慮した解析ケ

ース 

地盤物性 平均値 平均値＋1σ 平均値－1σ 

地
震
動(

位
相)

 
 

Ｓｓ－Ｄ１ 
＋＋ 0.11   

－＋ 0.11   

Ｓｓ－Ｄ２ 
＋＋ 0.12   

－＋ 0.12   

Ｓｓ－Ｄ３ 
＋＋ 0.12   

－＋ 0.12   

Ｓｓ－Ｆ１ 
＋＋ 0.10   

－＋ 0.10   

Ｓｓ－Ｆ２ 
＋＋ 0.12   

－＋ 0.12   

Ｓｓ－Ｆ３ 
＋＋ 0.14   

－＋ 0.14 0.14 0.14 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.10   

－＋ 0.10   

 

  



 

6.2.2-44 

表 3.8－2(2) せん破壊に対する照査値（充填部） 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばら

つき（＋1σ）を

考慮した解析ケ

ース 

地盤物性のばら

つき（－1σ）を

考慮した解析ケ

ース 

地盤物性 平均値 平均値＋1σ 平均値－1σ 

地
震
動(

位
相)

 
 

Ｓｓ－Ｄ１ 
＋＋ 0.06   

－＋ 0.06   

Ｓｓ－Ｄ２ 
＋＋ 0.06   

－＋ 0.06   

Ｓｓ－Ｄ３ 
＋＋ 0.06   

－＋ 0.06   

Ｓｓ－Ｆ１ 
＋＋ 0.05   

－＋ 0.05   

Ｓｓ－Ｆ２ 
＋＋ 0.06   

－＋ 0.06   

Ｓｓ－Ｆ３ 
＋＋ 0.07   

－＋ 0.07 0.07 0.07 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.05   

－＋ 0.05   

 

  



 

6.2.2-45 

表 3.8－3 支持力における照査値 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばら

つき（＋1σ）を

考慮した解析ケ

ース 

地盤物性のばら

つき（－1σ）を

考慮した解析ケ

ース 

地盤物性 平均値 平均値＋1σ 平均値－1σ 

地
震
動(

位
相)

 
 

Ｓｓ－Ｄ１ 
＋＋ 0.03   

－＋ 0.03   

Ｓｓ－Ｄ２ 
＋＋ 0.03   

－＋ 0.03   

Ｓｓ－Ｄ３ 
＋＋ 0.03   

－＋ 0.03   

Ｓｓ－Ｆ１ 
＋＋ 0.03   

－＋ 0.03   

Ｓｓ－Ｆ２ 
＋＋ 0.03   

－＋ 0.03   

Ｓｓ－Ｆ３ 
＋＋ 0.03   

－＋ 0.03 0.03 0.03 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.03   

－＋ 0.03   

  



 

6.2.2-46 

 

 

覆工部（ｔ＝35.25s） 

 

充填部（ｔ＝35.25s） 

図 3.8－1(1) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ１（＋＋）に対する引張応力分布図 

 

 

覆工部（ｔ＝35.25s） 

 

充填部（ｔ＝35.25s） 

図 3.8－1(2) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ１（－＋）に対する引張応力分布図 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.462(N/mm2) 

 

単位：kN/m2 

最大値 0.912(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 
最大値 0.459(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 最大値 0.907(N/mm2) 



 

6.2.2-47 

 

覆工部（ｔ＝17.77s） 

 

充填部（ｔ＝17.77s） 

図 3.8－1(3) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ２（＋＋）に対する引張応力分布図 

 

 

覆工部（ｔ＝17.77s） 

 

充填部（ｔ＝17.77s） 

図 3.8－1(4) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ２（－＋）に対する引張応力分布図 

 

 最大値 0.517 (N/mm2) 

単位：kN/m2 

 
最大値 1.040(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.520(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 最大値 1.046 (N/mm2) 

単位：kN/m2 



 

6.2.2-48 

 

覆工部（ｔ＝15.50s） 

 

充填部（ｔ＝15.50s） 

図 3.8－1(5) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ３（＋＋）に対する引張応力分布図 

 

 

覆工部（ｔ＝15.50s） 

 

充填部（ｔ＝28.41s） 

図 3.8－1(6) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ３（－＋）に対する引張応力分布図 

 

単位：kN/m2 

 最大値 0.456 (N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.905(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.460 (N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

 

最大値 0.917(N/mm2) 



 

6.2.2-49 

 

覆工部（ｔ＝19.43s） 

 

充填部（ｔ＝19.43s） 

図 3.8－1(7) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ１（＋＋）に対する引張応力分布図 

 

 

覆工部（ｔ＝19.43s） 

 

充填部（ｔ＝19.43s） 

図 3.8－1(8) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ１（－＋）に対する引張応力分布図 

 

単位：kN/m2 

 
最大値 0.391(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 最大値 0.774(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.395 (N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.783(N/mm2) 

 



 

6.2.2-50 

 

覆工部（ｔ＝28.33s） 

 

充填部（ｔ＝28.33s） 

図 3.8－1(9) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ２（＋＋）に対する引張応力分布図 

 

 

覆工部（ｔ＝28.33s） 

 

充填部（ｔ＝28.33s） 

図 3.8－1(10) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ２（－＋）に対する引張応力分布図 

 

単位：kN/m2 

 
最大値 0.529 (N/mm2) 

単位：kN/m2 

 最大値 1.042(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.534(N/mm2) 

 

単位：kN/m2 

 最大値 1.051(N/mm2) 



 

6.2.2-51 

 

覆工部（ｔ＝27.64s） 

 

充填部（ｔ＝27.64s） 

図 3.8－1(11) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ３（＋＋）に対する引張応力分布図 

 

 

覆工部（ｔ＝27.64s） 

 

充填部（ｔ＝27.64s） 

図 3.8－1(12) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ３（－＋）に対する引張応力分布図 

 

単位：kN/m2 

 
最大値 0.621(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 
最大値 1.228(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.627(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 最大値 1.238(N/mm2) 



 

6.2.2-52 

 

覆工部（ｔ＝7.51s） 

 

充填部（ｔ＝7.50s） 

図 3.8－1(13) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）に対する引張応力分布図 

 

 

覆工部（ｔ＝7.51s） 

 

充填部（ｔ＝7.50s） 

図 3.8－1(14) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｎ１（－＋）に対する引張応力分布図 

 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.367(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.743(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.363(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.732(N/mm2) 



 

6.2.2-53 

 

覆工部（ｔ＝27.64s） 

 

充填部（ｔ＝27.64s） 

図 3.8－1(15) 解析ケース② 基準地震動Ｓｓ－Ｆ３（－＋）に対する引張応力分布図 

 

 

覆工部（ｔ＝27.64s） 

 

充填部（ｔ＝27.64s） 

図 3.8－1(16) 解析ケース③ 基準地震動Ｓｓ－Ｆ３（－＋）に対する引張応力分布図 

 

単位：kN/m2 

 

最大 0.611(N/mm2) 

 

単位：kN/m2 

最大 1.206(N/mm2) 

 

単位：kN/m2 

最大 0.619 (N/mm2) 

最大 1.223(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 



 

6.2.2-54 

 

覆工部（ｔ＝25.16s） 

 

充填部（ｔ＝18.83s） 

図 3.8－2(1) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ１（＋＋）に対するせん断応力分布図 

 

 

覆工部（ｔ＝25.16s） 

 

充填部（ｔ＝18.83s） 

図 3.8－2(2) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ１（－＋）に対するせん断応力分布図 

 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.432(N/mm2) 

最大値 0.517(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.432(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.514(N/mm2) 



 

6.2.2-55 

 

覆工部（ｔ＝17.77s） 

 

充填部（ｔ＝17.77s） 

図 3.8－2(3) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ２（＋＋）に対するせん断応力分布図 

 

 

覆工部（ｔ＝17.77s） 

 

充填部（ｔ＝17.77s） 

図 3.8－2(4) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ２（－＋）に対するせん断応力分布図 

 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.479(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.588(N/mm2) 

最大値 0.478(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.588(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 



 

6.2.2-56 

 

覆工部（ｔ＝28.41s） 

 

充填部（ｔ＝28.41s） 

図 3.8－2(5) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ３（＋＋）に対するせん断応力分布図 

 

 

覆工部（ｔ＝28.41s） 

 

充填部（ｔ＝28.41s） 

図 3.8－2(6) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ３（－＋）に対するせん断応力分布図 

 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.466(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.562(N/mm2) 

最大値 0.466(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.563(N/mm2) 



 

6.2.2-57 

 

覆工部（ｔ＝20.08s） 

 

充填部（ｔ＝20.08s） 

図 3.8－2(7) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ１（＋＋）に対するせん断応力分布図 

 

 

覆工部（ｔ＝20.08s） 

 

充填部（ｔ＝20.08s） 

図 3.8－2(8) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ１（－＋）に対するせん断応力分布図 

 

単位：kN/m2 

最大値 0.408(N/mm2) 
 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.494(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.408(N/mm2) 

最大値 0.493(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 



 

6.2.2-58 

 

覆工部（ｔ＝28.33s） 

 

充填部（ｔ＝28.33s） 

図 3.8－2(9) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ２（＋＋）に対するせん断応力分布図 

 

 

覆工部（ｔ＝28.33s） 

 

充填部（ｔ＝28.33s） 

図 3.8－2(10) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ２（－＋）に対するせん断応力分布図 

 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.486(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.586(N/mm2) 

最大値 0.486(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.585(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 



 

6.2.2-59 

 

 

覆工部（ｔ＝27.64s） 

 

充填部（ｔ＝27.64s） 

図 3.8－2(11) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ３（＋＋）に対するせん断応力分布図 

 

 

覆工部（ｔ＝27.64s） 

 

充填部（ｔ＝27.64s） 

図 3.8－2(12) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ３（－＋）に対するせん断応力分布図 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.573(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.695(N/mm2) 

最大値 0.572(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.692(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 



 

6.2.2-60 

 

 

覆工部（ｔ＝7.49s） 

 

充填部（ｔ＝7.49s） 

図 3.8－2(13) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）に対するせん断応力分布図 

 

 

覆工部（ｔ＝7.49s） 

 

充填部（ｔ＝7.49s） 

図 3.8－2(14) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｎ１（－＋）に対するせん断応力分布図 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.393(N/mm2) 

 

最大値 0.469(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.392(N/mm2) 

最大値 0.468(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 



 

6.2.2-61 

 

 

覆工部（ｔ＝27.64s） 

 

充填部（ｔ＝27.64s） 

図 3.8－2(15) 解析ケース② 基準地震動Ｓｓ－Ｆ３（－＋）に対するせん断応力分布図 

 

 

覆工部（ｔ＝27.64s） 

 

充填部（ｔ＝27.64s） 

図 3.8－2(16) 解析ケース③ 基準地震動Ｓｓ－Ｆ３（－＋）に対するせん断応力分布図 

最大値 0.554(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.674(N/mm2) 

最大値 0.567(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.682(N/mm2) 



 

6.2.2-62 

 

図 3.8－3(1) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ１（＋＋）に対する接地圧の分布図 

 

 

 

 

図 3.8－3(2) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ１（－＋）に対する接地圧の分布図 

 

 

 



 

6.2.2-63 

 

図 3.8－3(3) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ２（＋＋）に対する接地圧の分布図 

 

 

 

 

図 3.8－3(4) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ２（－＋）に対する接地圧の分布図 

 

 

 



 

6.2.2-64 

 

図 3.8－3(5) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ３（＋＋）に対する接地圧の分布図 

 

 

 

 

図 3.8－3(6) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｄ３（－＋）に対する接地圧の分布図 

 

 

 



 

6.2.2-65 

 

図 3.8－3(7) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ１（＋＋）に対する接地圧の分布図 

 

 

 

 

図 3.8－3(8) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ１（－＋）に対する接地圧の分布図 

 

 

 



 

6.2.2-66 

 

図 3.8－3(9) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ２（＋＋）に対する接地圧の分布図 

 

 

 

 

図 3.8－3(10) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ２（－＋）に対する接地圧の分布図 
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図 3.8－3(11) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ３（＋＋）に対する接地圧の分布図 

 

 

 

 

図 3.8－3(12) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｆ３（－＋）に対する接地圧の分布図 
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図 3.8－3(13) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）に対する接地圧の分布図 

 

 

 

 

図 3.8－3(14) 解析ケース① 基準地震動Ｓｓ－Ｎ１（－＋）に対する接地圧の分布図 
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図 3.8－3(15) 解析ケース② 基準地震動Ｓｓ－Ｆ３（－＋）に対する接地圧の分布図 

 

 

 

 

図 3.8－3(16) 解析ケース③ 基準地震動Ｓｓ－Ｆ３（－＋）に対する接地圧の分布図 
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 耐震評価結果 

4.1 構造部材の健全性に対する評価結果 

覆工部及び充填部の引張破壊に対する照査値を表 4.1－1 に，せん断破壊に対する照査値を

表 4.1－2に示す。また，覆工部及び充填部の引張破壊に対する照査値最大となる時刻の応力分

布を図 4.1－1に，せん断破壊に対する照査値最大となる時刻の応力分布を図 4.1－2に示す。 

覆工部及び充填部の発生応力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 4.1－1 引張破壊に対する最大照査値 

部位 地震動 解析ケース 

発生応力 

(N/mm2) 

（ａ） 

許容限界 

(N/mm2) 

（ｂ） 

照査値 

 

（ａ／ｂ） 

覆工部 Ｓｓ－Ｆ３（－＋） ① 0.627 1.019 0.62 

充填部 Ｓｓ－Ｆ３（－＋） ① 1.238 1.847 0.68 

 

表 4.1－2 せん断破壊に対する照査値 

部位 地震動 解析ケース 

発生応力 

(N/mm2) 

（ａ） 

許容限界 

(N/mm2) 

（ｂ） 

照査値 

 

（ａ／ｂ） 

覆工部 Ｓｓ－Ｆ３（＋＋） ① 0.573 4.1 0.14 

充填部 Ｓｓ－Ｆ３（＋＋） ① 0.695 10.0 0.07 
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図 4.1－1(1) 覆工部の引張破壊に対する照査値最大となる時刻の応力分布図 

(Ｓｓ－Ｆ３（－＋），ｔ＝27.64s） 

(解析ケース①：基本ケース)  

 

 

 

 

 

図 4.1－1(2) 充填部の引張破壊に対する照査値最大となる時刻の応力分布図 

(Ｓｓ－Ｆ３（－＋），ｔ＝27.64s） 

(解析ケース①：基本ケース)  

 

  

最大値 0.627(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

最大値 1.238(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 



 

6.2.2-72 

 

 

図 4.1－2(1) 覆工部のせん断破壊に対する照査値最大となる時刻の応力分布図 

(Ｓｓ－Ｆ３（＋＋），ｔ＝27.64s） 

(解析ケース①：基本ケース)  

 

 

 

 

図 4.1－2(2) 充填部のせん断破壊に対する照査値最大となる時刻の応力分布図 

(Ｓｓ－Ｆ３（＋＋），ｔ＝27.64s） 

(解析ケース①：基本ケース)  

 

  

最大値 0.573(N/mm2) 

単位：kN/m2 

 

最大値 0.695(N/mm2) 

単位：kN/m2 
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4.2 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

基礎地盤の支持性能に対する照査結果を表 4.2－1 に示す。また，最大接地圧の分布図を図

4.2－1示す。 

覆工部を支持する基礎地盤に生じる最大接地圧が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 4.2－1 基礎地盤の支持性能照査結果 

地震動 解析ケース 

最大接地圧 

(N/mm2) 

（ａ） 

許容限界 

(N/mm2) 

（ｂ） 

照査値 

 

（ａ／ｂ） 

Ｓｓ－Ｆ３（－＋） ③ 0.409 13.7 0.03 
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図 4.2－1 最大接地圧の分布図 

(Ｓｓ－Ｆ３（－＋）） 

(解析ケース③：地盤物性値のばらつき(－1σ)を考慮した解析ケース)  
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1. 概要 

本資料は，添付書類「Ⅵ-3-別添 3-1 津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて設定

している構造強度の設計方針に基づき，取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)が

地震後の繰返しの襲来を想定した津波荷重及び余震荷重に対し，構造部材の構造健全性を保持す

ることを確認するものである。 

なお，取放水路流路縮小工（第１号機取水路）(No.1),(No.2)の強度評価においては，平成 23

年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震による地殻変動に伴い，牡鹿半島全体で約 1mの地

盤沈下が発生したことを考慮し，地盤沈下量を考慮した敷地高さや施設高さ等を記載する。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の位置図を図 2.1－1に示す。 

 

 

図 2.1－1 取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の位置図（全体平面図） 
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2.2 構造概要 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の構造概要を図 2.2－1に示す。 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)は，第 1号機取水路からの津波の流入

を抑制し，第 1号機取水路から敷地への津波の流入を防止するため，第 1号機取水路内に無筋

のコンクリートを充填する。よって，取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)は，

既設の第 1号機取水路の覆工部（鉄筋コンクリート）と充填部（無筋コンクリート）から構成

される。 

第 1 号機の補機冷却海水ポンプに必要な海水を取水するため，貫通部（   ×2 条）を設

ける。 

なお，本強度計算書では，充填部の B-B（C-C）断面の幅を流路縮小工の幅とする。 

 

平面図 

 

 

 

 

図 2.2－1(2) 取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2) の構造概要図 

幅 

枠囲みの内容は防護上の観点から公開できません。 

A-A断面 

 

B-B（C-C）断面 
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（単位：mm） 

 

図 2.2－1(3) 取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2) の構造概要図 

（覆工部配筋図） 

  

＊ 

＊ 

注記＊：SD345 
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2.3 評価方針 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)は，Sクラス施設である津波防護施設

に分類される。 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の強度評価においては，添付書類「Ⅵ

-3-別添 3-1 津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて設定している方法を用いて，

強度計算を実施する。なお，覆工部については，鉄筋コンクリート構造であるものの，充填部

に対する覆工部の断面厚さ等が小さいことを踏まえ，強度評価においては，保守的に鉄筋に期

待しないこととして，無筋コンクリートとして構造強度を評価する。また，強度評価において

は，その構造を踏まえ，津波及び余震荷重の伝達過程を考慮し，評価対象部位を設定する。強

度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，津波に伴う荷重作用時（以下「津波時」という。）及

び津波に伴う荷重と余震に伴う荷重作用時（以下「重畳時」という。）について行う。ただし，

「重畳時」の津波荷重は「津波時」の津波荷重を用いていることから，「重畳時」が保守的な評

価となることは明白であるため，「津波時」の検討は省略する。 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の強度評価は，水路縦断方向に作用す

る津波荷重及び余震荷重に対して，表 2.3－1に示すとおり，せん断，滑動及び曲げに対して安

定性を確保できる必要幅が，流路縮小工の設置幅（縦断方向の閉塞長）以下であることを確認

することにより，安定性を損なわないことを評価する。 

取放水路流路縮小工（第１号機取水路）(No.1),(No.2)の強度評価フローを図 2.3－1に示す。 

 

表 2.3－1 取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 流路縮小工の幅 

安定性を損な

わないこと 

構造部材の

安定性 
流路縮小工 

せん断，滑動及び曲げ

に対する必要幅が流

路縮小工の設置幅（縦

断方向の閉塞長）以下

であることを確認 

3.5m 
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図 2.3－1 取放水路流路縮小工（第 1 号機取水路）(No.1),(No.2)の強度評価フロー 
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2.4 適用基準 

適用する規格，基準等を以下に示す。また，各項目で適用する規格，基準類を表 2.4－1に示

す。 

・農林水産省農村振興局 平成 15年 土地改良事業計画設計基準設計「ダム」技術書〔コ

ンクリートダム編〕 

・土木学会 2002年 コンクリート標準示方書[構造性能照査編] 

・土木学会 2017年 コンクリート標準示方書［設計編］ 

・土木学会 2013年 コンクリート標準示方書 ダムコンクリート編 

・土木学会 2018 年 水理公式集 

・日本港湾協会 2007年 港湾の施設の技術上の基準・同解説 

・水門鉄管協会 平成 29年 水門鉄管技術基準 水圧鉄管・鉄鋼構造物編 

 

表 2.4－1 各項目で適用する規格，基準類 

項目 適用する規格，基準類 備考 

使用材料及び材料定数  土木学会 2002 年 コンクリート標準示方書

[構造性能照査編] 

 土木学会 2013 年 コンクリート標準示方書 

ダムコンクリート編 

－ 

評価方法  農林水産省農村振興局 平成 15年 土地改良

事業計画設計基準設計「ダム」技術書〔コンク

リートダム編〕 

 照査項目及び評価方法 

荷重及び荷重の組合せ  日本港湾協会 2007 年 港湾の施設の技術上

の基準・同解説 

 水門鉄管協会 平成 29年 水門鉄管技術基準 

水圧鉄管・鉄鋼構造物編 

 土木学会 2018年 水理公式集 

 照査項目及び評価方法 

許容限界 

 農林水産省農村振興局 平成 15年 土地改良

事業計画設計基準設計「ダム」技術書〔コンク

リートダム編〕 

 評価項目ごとに算定し

た幅が，流路縮小工の幅

以下であることを確認。 
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2.5 記号の説明 

取放水路流路縮小工（第 1 号機取水路）(No.1),(No.2)の強度評価に用いる記号を表 2.5－1

にそれぞれ示す。 

 

表 2.5－1(1)  取放水路流路縮小工（第 1 号機取水路）(No.1),(No.2)の強度評価に用いる記号 

記号 定義 単位 

Ｇ 固定荷重 N 

Ｐ 積載荷重 kN/m2 

Ｋｓｄ 余震荷重 N 

Ｐｈ 浸水津波荷重 kN 

Ｐｈｓ 津波荷重（静水圧） kN 

Ｐｈｆ 流水圧 kN 

ＣＤ 抗力係数 - 

ρ０ 海水の密度 t/m3 

Ａ 流れの方向の物体の投影面積・水路断面積 m2 

Ｕ 流路縮小工前面及び背面の最大流速を考慮た場合の流速 m/s 

Ｐｈt 推力 kN 

ｆ 流水の摩擦抵抗係数 - 

Ｄ 貫通部内径 m 

Ｌ 貫通部長さ m 

Ｑ 流量 m3/s 

ｖ 流路縮小工貫通部の最大流速を考慮した場合の流速 m/s 

ｎ 粗度係数（コンクリート） m-1/3/s 

Ｌ１ 覆工部と充填部間でのせん断を想定した場合のせん断に対する安定性から算出

する幅 

m 

Ｌ１’ 
覆工部と周辺岩盤間でのせん断を想定した場合のせん断に対する安定性から算

出する幅 

m 

α 安全率 - 

Ｐ 作用荷重 kN/m2 

τｃ コンクリートのせん断強さ kN/m2 

τ
ｒ
 岩盤のせん断強度 kN/m2 

Ｌ０ 付着面の周長 m 

Ｌ
０
' 流路縮小工全体の周長 m 
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表 2.5－1(2)  取放水路流路縮小工（第 1 号機取水路）(No.1),(No.2)の強度評価に用いる記号 

記号 定義 単位 

Ｌ２ 覆工部と充填部間での滑動を想定した場合滑動に対する安定性から算出する幅 m 

Ｌ２’ 覆工部と周辺岩盤間での滑動を想定した場合の滑動に対する安定性から算出す

る幅 

m 

Ｎ せん断摩擦安全率 - 

Ｃｃ コンクリートの付着力（せん断強度） kN/m2 

Ａ' 付着面の単位長さ当たりの面積 m2/m 

ｆｃ コンクリートのせん断抵抗係数 - 

Ｎ コンクリート自重による単位長さ当たりの垂直荷重 kN/m 

Ｗ 単位長さ当たりの充填部の重量 kN/m 

Ｃｒ 岩盤の付着力（せん断強度） kN/m2 

ｆｒ 岩盤のせん断抵抗係数 - 

Ｎ' コンクリート自重による単位長さ当たりの垂直荷重 kN/m 

Ｗ' 単位長さ当たりの充填部の重量 kN/m 

Ｄ' 覆工部の直径 m 

Ｌ３ 曲げに対する安定性から算出する幅 m 

ａ 縮小工半径 mm 

σ’ コンクリートの許容曲げ引張応力度 kN/m2 

f’ck 設計基準強度 N/mm2 

Ｐ１ 静水圧 kN/m2 

Ｐ２ 流水圧 kN 

Ｐ３ 慣性力 kN/m3 

Ｐ４ 動水圧 kN/m2 

Ｐ５ 推力 kN 

ｈ 充填部下端における水深=h1-h2 m 

ｈ
１
 設計用津波水位(O.P.) m 

ｈ
２
 充填部下端位置(O.P.) m 

Ｄ
１
 充填部直径 m 

Ｄ
２
 流路縮小工全体の直径 m 

Ｄ
３
 貫通部直径 m 

Ａ
１
 充填部の断面積 m2 

Ａ
２
 流路縮小工全体の断面積 m2 

Ａ
３
 充填部貫通部の断面積 m2 
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表 2.5－1(3)  取放水路流路縮小工（第１号機取水路）(No.1),(No.2)の強度評価に用いる記号 

記号 定義 単位 

ｋ
ｈ
 設計水平震度 - 

γ 充填部の単位体積重量 kN/m3 

φ 充填部内部摩擦角 ° 

φ' 岩盤の内部摩擦角 ° 
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3. 強度評価方法 

取放水路流路縮小工（第 1 号機取水路）(No.1),(No.2)の強度評価は，「2.3 評価方針」及び

「3.2 荷重及び荷重の組合せ」において設定している荷重及び荷重の組合せ，並びに流路縮小工

幅を踏まえて実施する。強度評価では，本章に示す方法により，「4. 強度評価」に示す評価条件

を用いて評価し，「5. 強度評価結果」より，せん断，滑動及び曲げに対する必要幅が流路縮小工

幅以下であることを確認する。 

 

3.1 評価対象断面及び部位 

3.1.1 評価対象断面 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の重畳時の評価は，作用する荷重

が支配的となる水路縦断方向に作用する津波荷重及び余震荷重に対して，せん断，滑動及

び曲げに対する安定性を損なわないことを評価することから，評価対象断面は水路縦断方

向とする。 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の評価対象断面位置図を図 3.1－

1に示す。評価対象断面の地質図を図 3.1－2に示す。 

 

 

図 3.1－1 取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の評価対象断面位置図 
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(A-A’断面) (B-B’断面)  

 

図 3.1－2(1) 取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の地質図 

 

 

3.1.2 評価対象部位 

評価対象部位は，構造部材の安定性が要求される流路縮小工とする。 

 

  

No.1
No.2
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3.2 荷重及び荷重の組合せ 

強度計算に用いる荷重及び荷重の組合せは，添付書類「Ⅵ-3-別添 3-1 津波への配慮が必要

な施設の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷重及び荷重の組

合せを踏まえて設定する。 

3.2.1 荷重 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の強度評価において，考慮する荷

重を以下に示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重を考慮する。 

(2) 積載荷重（Ｐ） 

地表面に積載荷重 4.9(kN/m2)を考慮する。 

(3) 余震荷重（Ｋｓｄ） 

余震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄ２による慣性力及び動水圧を考慮する。 

動水圧については，Westergaard の式により設定する。 

(4) 浸水津波荷重（Ｐｈ） 

a．津波荷重（静水圧）（Ｐｈｓ） 

津波荷重については，設計用津波水位（入力津波による浸水高さ(O.P.+24.4m)に

+0.5mの余裕を考慮した水位）に基づく静水圧を考慮する。 

b．流水圧（Ｐｈｆ） 

「港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本港湾協会，平成 19年 7月）」に基づき

以下の式により算定する。 

Ｐｈｆ＝
1

2
×Ｃ

Ｄ
×ρ

０
×Ａ×Ｕ

2
 

 ここに，Ｐｈｆ： 流水圧（kN） 

     ＣＤ ： 抗力係数 ＝2.01（保守的に最大値とする） 

     ρ０ ： 水の密度 ＝1.03(t/m3) 

     Ａ ： 流れの方向の物体の投影面積（m2） 

     Ｕ ： 流速（m/s） *流路縮小工前面及び背面の最大流速

（2.69m/s）に余裕を考慮し(10m/s)設定した。詳細は

1.4 管路解析モデルについて（参考２）に示す。 
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c．推力（Ｐｈt） 

推力は「水門鉄管技術基準（水圧鉄管・鉄鋼構造物編）（水門鉄管技術協会，平成 29

年版）」に基づき以下の式により算定する。 

Ｐｈｔ＝
2ｆＱ

2

ｇπＤ
3×Ｌ 

 ここに，Ｐｈｔ ： 流水の摩擦による推力（kN） 

     ｆ   ： 流水の摩擦抵抗係数（tf/m3） 

           ｆ＝8ｇｎ
2
/(

Ｄ
3

4
)

1
3

 

     Ｄ ： 貫通部内径（m） 

     Ｌ ： 貫通部長さ（m） 

     Ｑ ： 流量＝ｖ×Ａ（m3/s） 

     Ａ ： 貫通部内断面積（m2） 

     ｖ ： 貫通部内流速（m/s） *流路縮小工貫通部の最大流速

（13.03m/s）に余裕を考慮し(20m/s)設定した。詳細は

1.4 管路解析モデルについて（参考２）に示す。 

ｎ ： 粗度係数（コンクリート）0.015(m-1/3s) 
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3.2.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3.2-1に，荷重の作用図を図 3.2－1に示す。 

 

表 3.2－1(1) 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

重畳時 Ｇ＋Ｐ＋Ｋｓｄ＋Ｐｈ 

Ｇ  ：固定荷重 

Ｐ  ：積載荷重（4.9kN/m2を地表面に考慮） 

Ｋｓｄ：余震荷重 

Ｐｈ ：浸水津波荷重 

 

表 3.2－1(2) 荷重の組合せ 

種別 荷重 算定方法 

永久 

荷重 

固定 

荷重 

躯体自重 ○ 
 設計図書に基づいて，対象構造物の体積に材料の

密度を乗じて設定する。 

機器・配管自重 － 
 対象構造物に作用する機器・配管はないため考慮

しない。 

土被り荷重 －  安定した岩盤内に設置されるため考慮しない。 

積載荷重 ○  地表面に 4.9(kN/m2)を考慮する。 

静止土圧 －  安定した岩盤内に設置されるため考慮しない。 

外水圧 －  つり合っているため考慮しない 

内水圧 －  つり合っているため考慮しない 

積雪荷重 －  岩盤内構造物であることから考慮しない。 

風荷重 －  岩盤内構造物であることから考慮しない。 

余震荷重 

水平地震動 ○ 
 弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄ２による躯体の慣性力

を考慮する。 

鉛直地震動 －  主たる荷重が水平方向荷重のため考慮しない。 

動水圧 ○  設計用津波水位での動水圧を考慮する。 

浸水津波 

荷重 

津波荷重 ○  設計用津波水位からの静水圧として考慮する。 

流水圧 
○  津波流速により充填部の前面に作用する荷重を考

慮する。 

推力 
○  津波流速により充填部の内部に作用する荷重を考

慮する。 
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図 3.2－1 取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の荷重作用図 

  

静水圧
＊設計用津波水位：

取水口 O.P.+24.9m

慣性力
khを使用

動水圧 khを使用
＊設計用津波水位：

取水口 O.P.+24.9m

推力流水圧

充填部
充填部下端位置：O.P.-5.747m
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3.3 評価方法 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の強度評価は，添付書類「Ⅵ-3-別添

3-1 津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「5.強度評価方法」に基づき実施する。 

なお，強度評価は「2.3評価方針」に示すとおり，「重畳時」について実施する。 

 

3.3.1 解析方法 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）(No.1),(No.2)の強度評価は，「土地改良事業計

画設計基準 設計「ダム」 技術書〔コンクリートダム編〕（農林水産省農村振興局，平成

15年 4月）」に基づき，評価を行う。 

「3.2.2 荷重の組合せ」に基づく荷重を用いて，打設面のせん断強さからの必要閉塞長

さ（Ｌ１），滑動に対する必要閉塞長さ（Ｌ２），周辺が固定の円板としての必要閉塞長さ

（Ｌ３）をそれぞれ算定し，これらのすべて満足する必要幅を算定して評価する。 

余震荷重算定に用いる設計水平震度は，荷重の作用方向（水路縦断方向）に対して，縦

断方向の断面位置による第 5速度層上面の差が認められるが，第 4速度層と第 5速度層の

変形特性に有意な違いが無いことから，一次元地震応答解析により算定する。なお，妥当

性確認として，断面位置における第 5速度上面の差がより大きい横断方向（二次元）の地

震応答解析の結果との比較を行う。 

一次元地震応答解析は，周辺地盤が線形材料（岩盤）であることを踏まえ，解析コード

「ArkQuake Ver.3.10.01」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概要について

は，添付書類「Ⅵ-5 計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

3.3.2 設計水平震度の算定 

(1) 地盤物性及び材料物性のばらつき 

地盤は，添付書類「Ⅵ-2-1-3 地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定している物性

値を使用する。 

また，地盤物性のばらつきの影響を考慮するため，表 3.3－1に示す解析ケースを設定す

る。 
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表 3.3－1 強度評価における解析ケース 

解析ケース 

材料物性 

（コンクリート） 

（Ｅ０：ヤング係数） 

地盤物性 

CL 級岩盤，CM級岩盤， 

CH 級岩盤，B 級岩盤 

（Ｇｄ：動せん断弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
設計基準強度 平均値 

ケース② 設計基準強度 平均値＋1σ 

ケース③ 設計基準強度 平均値－1σ 

 

(2) 一次元地震応答解析 

一次元地震応答解析は，添付書類「Ⅵ-2-1-1 耐震設計の基本方針」のうち「4.1(2) 動

的地震力」及び添付書類「Ⅵ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土

木構造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

設計水平震度の設定に用いる地震動は，解放基盤表面で定義される弾性設計用地震動Ｓ

ｄ－Ｄ２を一次元重複反射理論により流路縮小工の中心位置で評価したものを用いる。な

お，設計水平震度の設定に用いる地下構造モデルは，添付書類「Ⅵ-2-1-3 地盤の支持性

能に係る基本方針」のうち「6.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

なお，取放水路流路縮小工（第 1 号機取水路）は No.1及び No.2の 2系統であるため，

それぞれの位置で一次元地震応答解析を実施する。 

一次元地震応答解析の概念図を図 3.3－1 に，設計水平震度の設定に用いる弾性設計用

地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを図 3.3－2に示す。 

 

①引戻し解析 

引戻し地盤モデル（解放基盤モデル）を用いて，水平方向地震動を引戻し地盤モ

デル底面位置まで引戻す。 

②水平方向地震動の引上げ解析 

引上げ地盤モデル（水平方向地震動用）を用いて，構造物－地盤連成系解析モデ

ル底面位置まで水平方向地震動を引上げる。 
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図 3.3－1(1) 一次元地震応答解析の概念図 
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解析地盤モデル位置図 

 

 

 

 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（No.1）         （No.2） 

 

図 3.4－1(2) 入力地震動算定の概念図（引上げ地盤モデル）（単位：m） 

  

入力地震動算定位置 

解析地盤モデル（地質図） 

注記 CH5は CH級岩盤の第 5速度層を示す。 

No.1 No.2
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.3－2(1) 設計水平震度の設定に用いる地震動の 

加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル（No.1） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

 

図 3.3－2(2) 設計水平震度の設定に用いる地震動の 

加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル（No.2） 
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(3) 設計水平震度の算定 

一次元地震応答解析結果から流路縮小工の中心位置での最大加速度を表 3.3－2に示す。 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）（No.2）のケース②が最も加速度が大きい結果と

なっている。 

ここで，一次元地震応答解析の結果に基づき震度を設定することについて，横断方向の

地震応答解析の結果との比較結果を表 3.3-3に示す。横断方向の解析モデルは，「6.2.1 取

放水路流路縮小工（第 1号機取水路）の耐震性についての計算書に関する補足説明」にて

使用している二次元動的有限要素モデルを用い，加速度応答は取放水路流路縮小工部の中

心位置とする。二次元動的有限要素モデルの概要を図 3.3-3に示す。 

加速度応答の比較の結果，1 次元地震応答解析と 2 次元地震応答解析（横断方向）にお

いて，有意な差は無く，僅かに 1次元地震応答解析の方が大きい結果となっており，設定

した設計震度が妥当であることを確認した。 

この結果を踏まえ，一次元地震応答解析により算定した No.2 位置での加速度を重力加

速度で除して設計水平震度とする。 

設計水平震度（ｋｈ）＝336(cm/s2)／980.665(cm/s2)＝0.343 

 

表 3.3－2 地震応答解析結果 

解析ケース 

① ② ③ 

基本ケース 

地盤剛性のばらつ

き（＋1σ）を考

慮した解析ケース 

地盤剛性のばらつ

き（－1σ）を考

慮した解析ケース 

No.1 
最大加速度 

(cm/s2) 
315 335 316 

No.2 
最大加速度 

(cm/s2) 
319 336 316 

 

表 3.3－3 二次元地震応答解析との地震応答解析結果の比較 

解析ケース 

1 次元地震応答解析 

（縦断方向を想定） 

2 次元地震応答解析 

（横断方向） 

基本ケース 基本ケース 

No.1 
最大加速度 

(cm/s2) 
315 289 

No.2 
最大加速度 

(cm/s2) 
319 288 
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図 3.3－3(1) 二次元動的有限要素モデルの概要 
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注）CH 5は CH 級岩盤の第 5速度層を示す。 
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図 3.3－3(2) 二次元動的有限要素モデルの概要 

（解析モデル断面位置） 
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3.3.3 評価方法 

強度評価は，「土地改良事業計画設計基準 設計「ダム」 技術書〔コンクリートダム編〕

（農林水産省農村振興局，平成 15年 4月）」に基づき，以下の 3項目について算定した幅

が「2.3 評価方針」で設定した流路縮小工幅以下であることを確認する。なお，せん断に

対する安定性から算出する幅及び滑動に対する安定性から算出する幅の算定にあたっては，

覆工部と充填部間でのせん断を想定した場合Ｌ１(Ｌ２)と，覆工部と周辺岩盤間のせん断

を想定した場合Ｌ１’(Ｌ２’)の 2ケースで算定する。 

 

(1) せん断に対する安定性から算出する幅 

a. 覆工部と充填部間でのせん断を想定した場合（Ｌ１）（図 3.3－4） 

Ｌ１＝α
Ｐ∙Ａ

τc∙Ｌ０

 

 ここに，Ｌ１ ：せん断に対する安定性から算出する幅(m) 

     α ：安全率 ＝ 4 

     Ｐ ：作用荷重(kN/m2） 

     Ａ ：水路断面積(m2） 

     τｃ ：コンクリートのせん断強さ(kN/m2） 

     Ｌ０ ：付着面の周長(m) 

 

図 3.3－4 覆工部または充填部のせん断強さ 

 

b. 覆工部と周辺岩盤間でのせん断を想定した場合（Ｌ１’）（図 3.3－4） 

Ｌ１'＝α
Ｐ∙Ａ

τr∙Ｌ０

 

 ここに，Ｌ１’：せん断に対する安定性から算出する幅(m) 

     α ：安全率 ＝ 4 

     Ｐ ：作用荷重(kN/m2） 

     Ａ ：水路断面積(m2） 

     τｒ ：岩盤のせん断強さ(kN/m2） 

     Ｌ０ ：付着面の周長(m) 

L1(L1')
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(2) 滑動に対する安定性から算出する幅 

a. 覆工部と充填部間での滑動を想定した場合（Ｌ２）（図 3.3－5） 

Ｌ２＝ｎ
Ｐ∙Ａ

Ｃ
ｃ
Ａ

'
＋ｆ

ｃ
Ｎ
 

 ここに，Ｌ２ ：滑動に対する安定性から算出する幅(m) 

     ｎ ：せん断摩擦安全率 ＝ 4 

     Ｐ ：作用荷重(kN/m2） 

     Ａ ：水路断面積(m2） 

     Ｃｃ ：コンクリートの付着力(kN/m2）（せん断強度） 

     Ａ’ ：付着面の単位長さ当たりの面積(m2/m） 

     ｆｃ ：コンクリートのせん断抵抗係数(＝tanφ) 

     Ｎ ：コンクリート自重による単位長さ当たりの垂直荷重(kN/m） 

Ｎ＝πＷ/(2Ｄ) 

     Ｗ ：単位長さ当たりの充填部の重量(kN/m） 

     Ｄ ：充填部の直径(m) 

 

           

図 3.3－5 覆工部または充填部の周辺の全抵抗力 

 

b. 覆工部と周辺岩盤間での滑動を想定した場合（Ｌ２’）（図 3.3－5） 

Ｌ２'＝ｎ
Ｐ∙Ａ

Ｃ
ｒ
Ａ

'
＋ｆ

ｒ
Ｎ'

 

 ここに，Ｌ２’：滑動に対する安定性から算出する幅(m) 

     ｎ ：せん断摩擦安全率 ＝ 4 

     Ｐ ：作用荷重(kN/m2） 

     Ａ ：水路断面積(m2） 

     Ｃｒ ：岩盤の付着力(kN/m2）（せん断強度） 

     Ａ’ ：付着面の単位長さ当たりの面積(m2/m） 
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     ｆｒ ：岩盤のせん断抵抗係数(＝tanφ) 

     Ｎ’ ：コンクリート自重による単位長さ当たりの垂直荷重(kN/m） 

Ｎ'＝πＷ'/(2Ｄ') 

     Ｗ' ：単位長さ当たりの充填部の重量(kN/m） 

     Ｄ’ ：覆工部の直径(m) 

 

 

(3) 曲げに対する安定性から算出する幅（Ｌ３）（図 3.3－6） 

Ｌ３＝α(
ａ

2
)√

3Ｐ

σ'
 

 

 ここに，Ｌ３  ：曲げに対する安定性から算出する幅(m) 

     α  ：安全率 ＝ 1.5 

     ａ   ：縮小工半径(m) 

     Ｐ   ：作用荷重(kN/m2) 

     σ’：コンクリートの許容曲げ引張応力度(kN/m2) 

 

         

図 3.3－6 充填部を周辺固定円盤と仮定した場合の必要閉塞長 
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（土地改良事業計画設計基準 設計「ダム」 技術書〔コンクリートダム編〕（農林水産省農村振

興局，平成 15年 4月）より抜粋（一部加筆）） 
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3.3.4 使用材料及び材料の物性値 

強度評価に用いる材料定数は，適用基準類を基に設定する。構造物の使用材料を      

表 3.3－4に，材料の物性値を表 3.3－5に示す。 

 

表 3.3－4 構造物の使用材料 

部位 材料 諸元 

覆工部 コンクリート 設計基準強度：ｆ’ｃｋ＝20.5N/mm2 

充填部 コンクリート 設計基準強度：ｆ’ｃｋ＝50.0N/mm2 

 

 

表 3.3－5 材料の物性値 

分類 
せん断強度 

（τ０ ，Ｃ） 

内部摩擦角 

（φ） 

許容曲げ引張応力度 

（σ’） 

岩盤（CH 級） 1.72N/mm2 *1 43°*1 ― 

覆工部 4.10N/mm2 *2 0°*3 0.28N/mm2 *4 

充填部 10.0N/mm2 *2 0°*3 0.43N/mm2 *4 

注記 ＊1：解析用物性値（狐崎部層の CH 級岩盤の値を採用） 

＊2：コンクリート標準示方書［ダムコンクリート編］（土木学会，2013年制定）に

基づき設定 

＊3：保守的に考慮しない 

＊4：コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002年制定）に基づ

き設定（覆工部については，鉄筋は考慮しない）。 
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4. 強度評価 

4.1 荷重算出 

浸水津波荷重として静水圧，流水圧及び推力を，余震荷重として慣性力及び動水圧を算出す

る。 

 

4.1.1 浸水津波荷重の算出 

静水圧Ｐ１の算出 

Ｐ１＝ρ
０
ｇｈ＝1.03×9.80665×(24.9－(－5.747))＝309.6(kN/m2) 

ここに，ρ
０
：海水の密度＝1.03(t/m3) 

ｇ：重力加速度＝9.80665(m/s2) 

ｈ：充填部下端における水深＝ｈ
１
－ｈ

２
(m) 

ｈ
１
：設計用津波水位(O.P.)＝24.9(m) 

ｈ
２
：充填部下端位置(O.P.)＝－5.747(m) 

 

流水圧Ｐ２の算出 

流水圧は，「港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本港湾協会，平成 19 年 7 月）」

に基づき算定する。 

Ｐ２＝
1

2
×Ｃ

ｄ
×ρ

０
×Ａ

１
×Ｕ

2
＝

1

2
×2.01×1.03×8.6×102＝890.3(kN)  

ここに，Ｃ
ｄ
：抗力係数＝2.01（保守的に最大値とする） 

ρ
０
：海水の密度＝1.03(t/m3) 

Ａ
１
：充填部の断面積(m2)＝

π×Ｄ
１

2

4
＝

π×3.32

4
＝8.6(m

2
) 

Ｄ
１
：充填部直径＝3.3(m) 

Ｕ：流速＝10(m/s) 

（流路縮小工前面及び背面の最大流速を考慮して設定） 

 

推力 P５の算出 

推力は，「水門鉄管技術基準（水圧鉄管・鉄鋼構造物編）（水門鉄管技術協会，平成 29

年版）」に基づき算定する。なお，推力算定に用いる流水の摩擦抵抗係数（ｆ）は，「水

理公式集（土木学会，2018年版）」に基づき算定する。 

Ｐ５＝
2ｆＱ

2

gπＤ
３

3×Ｌ＝

2×8ｇｎ
2
/(

Ｄ
3

4 )

1
3

×(ｖ×Ａ
３
)
2

gπＤ
３

3 ×Ｌ 
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＝
2×8×9.80665×0.0152/             

 
×(20×  )

2

9.80665×π×            
×3.50＝           

ここに，f：流水の摩擦抵抗係数(ｔｆ/m3) 

ｆ＝8ｇｎ
2
/(

Ｄ
３

4
)

1
3

 

ｇ：重力加速度＝9.80665(m/s2) 

ｎ：充填部の粗度係数＝0.015(m-1/3s) 

Ｄ
３
：貫通部直径＝ 

Ｑ：流量＝ｖ×Ａ
３
(m3/s) 

ｖ：流速＝20(m/s) 

 （流路縮小工貫通部の最大流速を考慮して設定） 

Ａ
３
：充填部貫通部の断面積(m2)＝

π×Ｄ
３

2

4
＝ 

 

4.1.2 余震荷重の算出 

慣性力Ｐ３の算出 

Ｐ３＝ｋ
ｈ
Ｗ＝ｋ

ｈ
×γ×Ａ

１
×Ｌ＝0.343×23.0×8.6×3.5＝237.5(kN)  

ここに，ｋ
ｈ
：設計水平震度 

γ：充填部の単位体積重量=23.0(kN/m3) 

Ａ
１
：充填部の断面積(m2)＝

π×Ｄ
１

2

4
＝

π×3.32

4
＝8.6(m2) 

Ｌ：充填部幅＝3.5(m) 

Ｄ
１
：充填部直径＝3.3(m) 

 

動水圧Ｐ４の算出 

Ｐ４＝
7

8
×ｋ

ｈ
×ρ

０
×ｇ×√ｈ

2
＝

7

8
×0.343×1.03×9.80665√{24.9－(－5.747)}

2
 

      ＝93.0(kN/m2)  

ここに，ｋ
ｈ
：設計水平震度 

ρ
０
：海水の密度＝1.03(t/m3) 

ｇ：重力加速度＝9.80665(m/s2) 

ｈ：充填部下端における水深＝ｈ
１
－ｈ

２
(m) 

ｈ
１
：設計用津波水位(O.P.)＝24.9(m) 

ｈ
２
：充填部下端位置(O.P.)＝－5.757(m)  

枠囲みの内容は防護上の観点から公開できません。 
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4.2 強度評価 

4.2.1 せん断に対する安定性から算出する幅 

(1) 充填部と覆工部でのせん断を想定した場合（Ｌ１） 

Ｌ１＝α
P∙A

τc∙Ｌ０

＝α
(Ｐ１×Ａ

１
＋Ｐ２＋Ｐ３+Ｐ４×Ａ

１
＋Ｐ５)

τc∙Ｌ０

 

              ＝4×
(309.6×8.6＋890.3＋237.5＋93.0×8.6＋   )

4100×10.37
＝ 

ここに，α：安全率＝4 

Ａ
１
：充填部の断面積(m2)＝

π×Ｄ
１

2

4
＝

π×3.32

4
＝8.6(m

2
) 

Ｄ
１
：充填部直径＝3.3(m) 

τ
c
：覆工部せん断強度＝4100(kN/m2) 

Ｌ
０
：充填部周長=π×Ｄ

１
＝π×3.3＝10.37(m) 

 

(2) 覆工部と周辺岩盤間でのせん断を想定した場合（Ｌ１’）  

Ｌ１'＝α
Ｐ∙Ａ

τｃ∙Ｌ
０

＝α
(Ｐ１×Ａ

１
＋Ｐ２＋Ｐ３＋Ｐ４×Ａ

１
＋Ｐ５)

τr∙Ｌ０
'

 

               =4×
(309.6×8.6＋890.3＋237.5＋93.0×8.6＋     )

1720×12.25
＝ 

ここに，α：安全率＝4 

Ａ
１
：充填部の断面積(m2)＝

π×Ｄ
１

2

4
＝

π×3.32

4
＝8.6(m

2
) 

Ｄ
１
：充填部直径＝3.3(m) 

τ
ｒ
：岩盤のせん断強度＝1720(kN/m2) 

Ｌ
０
'：流路縮小工全体の周長＝π×Ｄ

２
＝π×3.9＝12.25(m) 

Ｄ
２
：流路縮小工全体の直径＝3.9(m) 

 

4.2.2 滑動に対する安定性から算出する幅 

(1) 充填部と覆工部間での滑動を想定した場合（Ｌ２） 

Ｌ２＝ｎ
Ｐ∙Ａ

Ｃ
ｃ
Ａ

'
＋ｆ

ｃ
Ｎ

＝ｎ
(Ｐ１×Ａ

１
＋Ｐ２＋Ｐ３＋Ｐ４×Ａ

１
＋Ｐ５)

Ｃ
ｃ
×π×Ｄ

１
＋tanφ×(π×

γ×Ａ
１

Ｄ
１

)

 

枠囲みの内容は防護上の観点から公開できません。 
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              =4×
(309.6×8.6＋890.3＋237.5＋93.0×8.6＋     )

4100×π×3.3＋0×(π×
23.0×8.6

3.3 )

＝ 

ここに，n：安全率＝4 

Ｃ
ｃ
：充填部の付着力＝4100(kN/m2) 

Ｄ
１
：充填部直径＝3.3(m) 

φ：充填部内部摩擦角＝0(°) 

γ：充填部の単位体積重量＝23.0(kN/m3) 

Ａ
１
：充填部の断面積(m2)＝

π×Ｄ
１

2

4
＝

π×3.32

4
＝8.6(m

2
) 

 

(2) 覆工部と周辺岩盤間での滑動を想定した場合（Ｌ２’）  

Ｌ２'＝ｎ
Ｐ∙Ａ

Ｃ
ｒ
Ａ

'
＋ｆ

ｒ
Ｎ

＝ｎ
(Ｐ１×Ａ

１
＋Ｐ２＋Ｐ３＋Ｐ４×Ａ

１
＋Ｐ５)

Ｃ
ｒ
×π×Ｄ

２
＋tanφ×(π×

γ×Ａ
２

Ｄ
２

)

 

               ＝4×
(309.6×8.6＋890.3＋237.5＋93.0×8.6＋         )

1720×π×3.9＋0.93×(π×
23.0×11.9

3.9 )

＝ 

ここに，n：安全率＝4 

Ｃ
ｒ
：岩盤の付着力＝1720(kN/m2) 

Ｄ
２
：流路縮小工全体直径＝3.9(m) 

φ'：岩盤の内部摩擦角＝43(°) 

γ：充填部及び覆工部の単位体積重量＝23.0(kN/m3) 

Ａ
２
：流路縮小工全体の断面積(m2)＝

π×Ｄ
２

2

4
＝

π×3.92

4
＝11.9(m2) 

4.2.3 曲げに対する安定性から算出する幅（Ｌ３） 

Ｌ３＝α(
ａ

2
)√

3Ｐ

σ
'
＝α(

ａ

2
)

√
  
  
  
  
  

3×(Ｐ１＋
Ｐ

２

Ａ
１

＋
Ｐ

３

Ａ
１

＋Ｐ４＋
Ｐ

５

Ａ
３

)

σ
'

 

       ＝1.5× (
1.65

2
)×

√3×(309.6＋
890.3
8.6 +

237.5
8.6 +93.0+         

430
 ＝  

ここに，α：安全率＝1.5（保守的に 1.5 とする） 

ａ：
Ｄ

１

2
＝

3.3

2
＝1.65(m) 

枠囲みの内容は防護上の観点から公開できません。 



6.2.3-36 

Ｄ
１
：充填部直径＝3.3(m) 

σ
'
：コンクリートの許容曲げ引張応力度＝430(kN/m2） 

Ａ
３
：充填部貫通部の断面積(m2)＝

π×Ｄ
３

2

4
＝ 

Ｄ
３
：貫通部直径＝ 

  

枠囲みの内容は防護上の観点から公開できません。 
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4.3 解析ケースごとの強度評価結果 

取放水路流路縮小工（第 1号機取水路）の No.1の解析ケースごとの強度評価結果を表 4.3－

1 に,No.2の解析ケースごとの強度評価結果を表 4.3－2に示す。 

 

表 4.3－1(1) No.1 解析ケース① 照査結果 

項 目 

必要幅 

(m) 

(ａ) 

流路縮小工幅 

(m) 

(ｂ) 

照査値 

 

(ａ／ｂ) 

せん断に対する安定性から算出する幅 

覆工部と充填部間でのせん断を想定し

た場合（Ｌ１） 

 

3.50 

 

せん断に対する安定性から算出する幅 

覆工部と周辺岩盤間でのせん断を想定

した場合（Ｌ１’） 

3.50 

滑動に対する安定性から算出する幅 

覆工部と充填部間での滑動を想定した

場合（Ｌ２） 

3.50 

滑動に対する安定性から算出する幅 

覆工部と周辺岩盤間での滑動を想定し

た場合（Ｌ２’） 

3.50 

曲げに対する安定性から算出する幅（Ｌ

３） 
3.50 

 

表 4.3－1(2) No.1 解析ケース② 照査結果 

項 目 

必要幅 

(m) 

(ａ) 

流路縮小工幅 

(m) 

(ｂ) 

照査値 

 

(ａ／ｂ) 

せん断に対する安定性から算出する幅 

覆工部と充填部間でのせん断を想定し

た場合（Ｌ１） 

 

3.50 

 

せん断に対する安定性から算出する幅 

覆工部と周辺岩盤間でのせん断を想定

した場合（Ｌ１’） 

3.50 

滑動に対する安定性から算出する幅 

覆工部と充填部間での滑動を想定した

場合（Ｌ２） 

3.50 

滑動に対する安定性から算出する幅 

覆工部と周辺岩盤間での滑動を想定し

た場合（Ｌ２’） 

3.50 

曲げに対する安定性から算出する幅（Ｌ

３） 
3.50 

枠囲みの内容は防護上の観点から公開できません。 
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表 4.3－1(3) No.1 解析ケース③ 照査結果 

項 目 

必要幅 

(m) 

(ａ) 

流路縮小工幅 

(m) 

(ｂ) 

照査値 

 

(ａ／ｂ) 

せん断に対する安定性から算出する幅 

覆工部と充填部間でのせん断を想定し

た場合（Ｌ１） 

 

3.50 

 

せん断に対する安定性から算出する幅 

覆工部と周辺岩盤間でのせん断を想定

した場合（Ｌ１’） 

3.50 

滑動に対する安定性から算出する幅 

覆工部と充填部間での滑動を想定した

場合（Ｌ２） 

3.50 

滑動に対する安定性から算出する幅 

覆工部と周辺岩盤間での滑動を想定し

た場合（Ｌ２’） 

3.50 

曲げに対する安定性から算出する幅（Ｌ

３） 
3.50 

 

 

表 4.3－2(1) No.2 解析ケース① 照査結果 

項 目 

必要幅 

(m) 

(ａ) 

流路縮小工幅 

(m) 

(ｂ) 

照査値 

 

(ａ／ｂ) 

せん断に対する安定性から算出する幅 

覆工部と充填部間でのせん断を想定し

た場合（Ｌ１） 

 

3.50 

 

せん断に対する安定性から算出する幅 

覆工部と周辺岩盤間でのせん断を想定

した場合（Ｌ１’） 

3.50 

滑動に対する安定性から算出する幅 

覆工部と充填部間での滑動を想定した

場合（Ｌ２） 

3.50 

滑動に対する安定性から算出する幅 

覆工部と周辺岩盤間での滑動を想定し

た場合（Ｌ２’） 

3.50 

曲げに対する安定性から算出する幅（Ｌ

３） 
3.50 

 

  

枠囲みの内容は防護上の観点から公開できません。 


